2016年2月24日～27日
しんぶん赤旗　2016年2月27日(土)

野党共闘で戦争法廃止へ　市民連合と総がかり行動実行委が集会
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（写真）野党共闘で戦争法廃止へ！とひらかれた集会＝26日、東京都中野区


　「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」と「総がかり行動実行委員会」は２６日、東京都中野区のなかのＺＥＲＯホールで「野党共闘で戦争法廃止へ！　２・２６集会」を開きました。

　会場をうめた参加者を前に、立憲デモクラシーの会の山口二郎さん（法政大学教授）が開会あいさつ。５野党合意を受けて「元気を出して、安倍政治とのたたかいを続けていきたい」とのべました。

　各政党から日本共産党の小池晃副委員長（参院議員）、民主党の小川敏夫参院議員、維新の党の初鹿明博衆院議員、社民党の又市征治参院議員があいさつ。小池氏が５党の確認事項を紹介すると大きな拍手がわき、「今こそ力を合わせよう」と訴えました。

　立憲デモクラシーの会の水島朝穂さん（早稲田大学教授）、安全保障関連法に反対する学者の会の酒井啓子さん（千葉大学教授）が講演。シールズの諏訪原健さんがスピーチ、総がかり行動実行委の高田健さんが行動提起しました。

しんぶん赤旗　2016年2月26日(金)

立憲政治回復に邁進して　民間「立憲」臨調が声明
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（写真）記者会見する民間「立憲」臨調の人たち＝25日、東京都千代田区


　戦争法に反対する学者や弁護士らが１月に結成した「憲政の常道（立憲政治）を取り戻す国民運動委員会」（民間「立憲」臨調）は２５日、東京都内で会見し、安倍政権が狙う明文改憲を批判し、選挙協力を合意した５野党が「立憲政治の回復」に向け邁進（まいしん）するよう求める声明を発表しました。

　声明文は、５野党が選挙協力を合意したことに関して「立憲政治の回復という唯一の目的を見失わずに、党利・個略を捨て、政権交代に邁進してほしい」と期待を込めています。

　また、安倍晋三首相が「７割の憲法学者が自衛隊に憲法違反の疑いをもっている状況をなくすべきだ」などと９条改憲の必要性を言及したことについて、「まずは、自衛隊の存在と活動を９条の枠内に収めることが筋だ」と指摘。緊急事態条項の導入も「不必要かつ乱暴だ」と批判しています。

　会見で樋口陽一・東京大学名誉教授は、安倍首相が参院選で改憲を争点化しようとしながら改憲内容を曖昧にしている危険性を指摘。「選挙が終われば、一点の疑いもなく『国民の信任を得た』と言って、（改憲に向け）いっそうの暴走に歯止めがかからなくなる」と警鐘を鳴らしました。

　宇都宮健児弁護士は、戦争法に反対する国民運動の動きがあったからこそ、５野党の選挙協力の合意が実現したと強調。「この国民の運動を全国隅々までどれだけ広げることができるのかが、非常に重要だ。運動を広げる上で（野党の合意は）励ましになると思う」と述べました。

笑えぬ噺で戦争感じて　林家三平さん、来月「国策落語」再現

東京新聞　2016年2月27日 朝刊 

	国策落語「出征祝」の稽古に励む林家三平さん。「日本のことを考える状況を提供するのが噺家の役割」と話す＝東京都台東区で
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　戦時中、戦意高揚のためにつくられた「国策落語」があった。大衆芸能の負の記憶にまみれ、戦後は演じられなくなったこの落語に、二代目林家三平さん（４５）が挑む。あの時代の真実を知るため、東京大空襲から七十一年の三月、祖父の七代目林家正蔵さんが創作した「出征祝」を東京都内で演じる。　（松尾博史）

　店の若旦那に召集令状が届き、番頭や店員たちと喜び合う。「待ちに待った召集令状だ」「もちろん生きて帰ろうとは思っていない」。そんなせりふが続き、落ちは店員の言葉。「出征祝いのお酒が二合二本買ってあるんでしょう。二本買った（日本勝った）」

　出征祝を知ったのは昨年夏ごろ。家族の歴史をたどるテレビ番組に出演した際、スタッフが集めた資料の中に台本があった。

　親戚たちから聞いていた祖父は、舶来の流行に敏感なハイカラボーイだった。「台本に目を通して、はっとした。祖父の言葉じゃない…。検閲を受けて直されて。それでも祖父は、生きていくためにやらざるを得なかったんですよね」

　戦争のおそろしさを、周囲から聞かされてきた。父で「昭和の爆笑王」と呼ばれた初代林家三平さんは特攻隊要員だった。戦争末期は米軍の上陸に備え千葉県の海岸にいて、火薬を付けた竹やりで戦車を突いて自爆する役目だった。母でエッセイストの海老名香葉子さん（８２）は東京大空襲で家族六人を亡くした。

　自由にものが言えず「本心を言ったら捕まる」時代があったことを若者たちに知らせたい。戦争と落語というと、最近は遊郭や愛人などをテーマにして不謹慎だと禁止された「禁演落語」がブームだ。

　しかし三平さんは「禁演落語は平和な時代の話。本当に戦争のことを直視するなら国策落語ですよ。でも誰もやらなかった。国策落語は笑えない。客が入らない」。

　そんな「笑えない落語」をできるだけ台本のまま再現する。「戦争を肯定した切り口で会場に昭和十年代のにおいを再現し、戦争を体感してもらいます」

　◇　

　口演は三月一日、東京都台東区生涯学習センターで午後一時と午後七時から。小型特攻機「桜花（おうか）」を題材にした三平さんの出演映画「サクラ花　桜花最期の特攻」も上映。前売り二千円（当日二千五百円）。問い合わせは映画センター全国連絡会議＝電０３（３８１８）６６９０（平日のみ）＝へ。

◆戦意高揚する内容強要

　「禁演落語」は遊郭などを題材にした五十三種が上演自粛され、太平洋戦争開戦直前の一九四一年十月、東京・浅草の本法寺（ほんぽうじ）に立てられた「はなし塚」に台本などを納め、封印された。

　代わって戦意高揚を図る落語が創作、口演された。演芸評論家の柏木新（しん）さん（６７）によると、貯蓄や献金、隣組で協力し合う大切さ、出産の奨励、スパイへの注意などを呼び掛ける内容が多い。戦後、研究者が「国策落語」と名付けた。

　柏木さんは「国民が戦争に総動員される空気の中で、戦争協力を強要された。もともと落語家が好んで作った落語ではなかったので、戦後は誰もやらず、自然消滅した」と話す。

◆落語「出征祝」要約　

　「紀元二千六百年とせがれの出征、めでたいのが重なった。どうだろ、店の者全部の名で国防献金をしては」

　（大旦那は盛大な歓送会を提案。番頭と店員の相談が始まる）

　「順に食べたいものを言ってごらん」

　「テキが食べたい」

　「テキはいけないね、ぜいたくはテキだと言うからね」

　「じゃトンカツは」

　「好いだろ。テキにカツだから」

　「お酒も呑んでかまいませんか」

　「いいとも、ちゃんと、二合瓶二本買ってある」

　「縁起が好いや」

　「どうして」

　「若旦那の出征祝いのお酒が二合二本買ってあるんでしょう。二本買った（日本勝った）」

　※一九四一年七月発行「名作落語三人選」（東洋堂）より抜粋。一部、原文の表記を修正した。

　＜はやしや・さんぺい＞　１９７０年１２月、東京都台東区出身。「昭和の爆笑王」と呼ばれた初代林家三平（１９２５～８０年）の次男。９０年、林家いっ平の名で落語家の修業を始め、２００２年に真打ち昇進。０９年に林家三平を襲名。時代劇などテレビ出演も多い。兄は九代目林家正蔵さん。

　＜七代目林家正蔵＞　はやしや・しょうぞう（１８９４～１９４９年）。東京生まれ。柳家三平、七代目柳家小三治の名を経て、七代目正蔵を襲名。新作やギャグを織り交ぜた落語を得意とした。初代林家三平のフレーズとして知られる「どうもすみません」は、もとは父親の七代目正蔵が使っていたという。

２０４５年、戦禍日本の転機は？　ＳＦ映画「戦争のつくり方」

東京新聞　2016年2月26日 夕刊 

	「インペリアル戦争のつくり方」の一場面
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　西暦二〇四五年、日本は再び戦場となり壊滅。百年前の歴史を繰り返した転換点はどこにあったのか－。川崎市在住の映像作家金子遊（ゆう）さん（４１）が、近未来から日本の歴史を振り返るＳＦ映画「インペリアル　戦争のつくり方」を制作した。「憲法や安全保障関連法など、政治に抵抗感のある若い人たちに『入り口』として見てほしい」と話す。　（五十住和樹）

　「憲法改正後、自衛隊は国防軍になり、愛国教育と徴兵制が進められた」

　映画は二〇三七年、日中戦争勃発の百年後から始まる。朝鮮半島有事で日本が米国の要請を受け、軍事介入に踏み切る。日本は主戦場になり核戦争で全土が汚染。四五年、生き残った一人の女性がニュース映像や写真を編集し、第二次大戦の敗戦から百年間を記録する。「何がどこで間違ったのか」を後世に伝える映像を作るという七十三分のＳＦドキュメンタリーだ。

　母校の慶応大などで「映像表現」を教え、映画や文化人類学を研究している金子さんは神奈川県出身。政治にあまり関心がなかったというが、福島第一原発事故の衝撃も生々しい二〇一二年七月、福井県・大飯原発が再稼働し「許せない」と思った。官邸前のデモに参加し、記録映像を撮り始めた。若い層が脱原発や安保関連法案反対のデモに来ているのを身近に感じ、今回の映画制作を考えた。

　モノクロ写真やニュース映像を駆使し、反骨の写真家福島菊次郎さんの作品も使った。社会学者宮台真司さん、思想家岸田秀さん、元社民党党首福島瑞穂さんらの映像をはさみ、時代の空気を解説。武蔵野美術大学（東京都小平市）の学生が作った改憲反対デモのアニメ映像も盛り込んだ。「人々は次第に戦争の恐ろしさを忘れていった。どうしてそんなに大事なことを平気で忘れることができたのか」と、主人公に語らせた金子さん。「今ならまだ引き返せる。このＳＦの世界のようにならないために」と話す。

　公開は二十七日から三月四日まで、大阪市淀川区の大阪シアターセブン。一般千五百円、学生千二百円など。年内には東京など各地で順次公開予定という。問い合わせは幻視社＝電０９０（４４３４）８７７４＝へ。

産経新聞　2016.2.26 15:27更新 
【二・二六事件８０年】共産・小池政策委員長「今は共産が元気に頑張っている。歴史を繰り返させない」と独特のアピール
　共産党の小池晃政策委員長は２６日の記者会見で、陸軍の青年将校らが軍事クーデターを狙った昭和１１年の「二・二六事件」から８０年を迎えたことに関し、当時非合法だった共産党が弾圧下にあったとした上で、「こんにち、共産党は元気に野党の中で役割を発揮して仕事をしている。共産党が元気に頑張っていくことが８０年前の歴史を繰り返させない大きな力になるのではないか」と述べた。
　小池氏は、事件に関連して昨年成立した安全保障関連法の審議を振り返り、「審議を軽んじて自衛隊の制服組がドンドンことを決めていくような今の姿に、当時の状況が重なってみえてくる感じもする」と指摘。「当時と同じような『戦争をする国』に向かって進んでいる時代ということを感じさせる」とも述べた。
　戦前の共産党については、昭和８年に党員だったプロレタリアート作家の小林多喜二が「虐殺」され、９年には、後に共産党議長になる宮本顕治氏が投獄されたことを「治安維持法の下で過酷な弾圧の下にあった」と述べた。その上で、合法化された現在の共産党の存在が８０年前との「決定的な違いだ」とし、「そういう責任もある政党だという思いで頑張りたい」と語った。
しんぶん赤旗　2016年2月27日(土)

自民１６年運動方針案　改憲姿勢鮮明に　参院選争点の構え

　３月１３日の自民党大会で決定する同党の２０１６年運動方針案が２６日までに明らかになりました。「憲法改正推進」を柱に掲げ、改憲発議に必要な衆参両院の３分の２以上の獲得や、国民過半数の賛同を得るための運動推進など、明文改憲を狙う姿勢を鮮明にしています。

　安倍首相は、年初から改憲を参院選の争点とするかまえを見せており、運動方針案はこうした首相の姿勢を反映したものです。

　運動方針案は、明文改憲や自民党改憲草案に対する国民の理解促進に取り組むと表明。「衆議院・参議院の憲法審査会や各党との連携を図り、憲法改正原案の検討・作成を目指す」として、おおさか維新など安倍政権の「補完勢力」の協力を得て改憲に進むかまえです。

　そのうえで方針案は、「憲法改正国民投票法および公職選挙法が整備され、憲法改正のための国民投票は、現実に実施できる状況にある」と明記。「衆参両院の３分２以上の賛成および国民投票における過半数の賛成が必要である。そのため…憲法改正賛同者の拡大運動を推進する」としています。

　戦争法については、国民多数の反対を押し切って強行成立させたにもかかわらず、「戦後７０年間守り続けてきた不戦の誓いをより確かなものとするための強固な基盤を築くことができた」などとねじまげて正当化。参院選に向けた方針の中でも戦争法にふれ、「着実な施行に万全を期すため、国民の理解を深める広報活動に徹していく」と述べ、反対多数の世論を意識した記述となっています。

「憲法改正、今やる必然性は何もない」　自民・二階氏
朝日新聞デジタル　2016年2月24日22時55分
■二階俊博・自民党総務会長
　（衆参）ダブル選挙は、もし災害が起こった場合に衆院も全員解散、参院も半分解散（半数改選）という事態になったとき、どう対応するかまで考えてやってもらわなきゃいかん。「やるぞやるぞ」と言いながら、政局に緊張感を与えながら、国政運営をしているんだろう。
　憲法改正は党是、自民党の宿願でもある。だけど、今日やらなきゃ日本国がどうかなるということではない。静かに、そろそろ憲法改正の時期に来たんじゃないかということの呼びかけは大事だが、今やらなきゃならんという必然性は何もないんじゃないか。やれればいいんだけど、今日やらなきゃいけないということではない。（自民党のインターネット番組で）
憲法改正、緊急事態条項など議論…自・民２氏

読売新聞　2016年02月24日 23時59分

　自民党の礒崎陽輔前首相補佐官と民主党の大塚耕平政調会長代理は２４日、ＢＳ日テレの「深層ＮＥＷＳ」に出演し、憲法改正について議論した。

　礒崎氏は、自民党が改憲項目として掲げる緊急事態条項について「衆参の憲法審査会で、かなりの政党が必要性に言及しており、合意ができそうな項目だ」と述べた。

　大塚氏は「国民の権利を抑制する緊急事態とは何かという定義から検討することが必要だ」と述べ、慎重な考えを示した。自民党の憲法改正草案に盛り込まれた緊急事態条項には、大規模災害などで一時的に首相の権限を強化できる規定などが明記されている。

９条２項の改正必要＝中谷防衛相
　中谷元防衛相は２７日、テレビ東京の番組で憲法改正について、「自衛隊の存在でも意見が分かれる状態になっている。国の安全保障の基本的なところは、国民に分かりやすくすべきではないか」と述べ、戦力不保持と交戦権否認を規定した９条２項の改正が必要との認識を示した。
　中谷氏は安全保障関連法をめぐる昨年の国会審議を振り返り、「必ず憲法問題が議論されていた。自衛権や国を守ることは、明確に憲法に制定されるべきだ」とも指摘した。（時事通信2016/02/27-11:26）
防衛相、将来的な9条改正に意欲　「自衛権明記を」

共同通信　2016/2/27 11:46

　中谷元・防衛相は27日、テレビ東京番組の収録で将来的な憲法9条の改正に意欲を示した。「自衛隊の存在も意見が分かれる状態だ。国の安全保障の基本的なところは国民が分かりやすいように制定すべきだ」と述べ、自衛権の明記を求めた。

　同時に「具体的な改正案は各政党で議論して提案すべきだ。時間をかけて丁寧に議論し、どうするかを決めるべき問題だ」とも強調した。

　自民党の谷垣禎一幹事長はBS朝日番組で、9条改正について「変えた方がいいと思うが、今まで日本は一度も改憲したことがなく、いきなり難しい項目に取り組むのは無理だ」と慎重な姿勢を示した。

中谷防衛相 　憲法９条改正、自衛隊の明確な位置付けが必要
毎日新聞2016年2月27日　11時15分（最終更新　2月27日　11時42分）
　中谷元（げん）防衛相は２７日午前、テレビ東京の番組で、憲法改正について「自衛隊の存在は意見が分かれる状態だ。国の安全保障の基本的なところは、国民に分かりやすいように制定すべきだ」と述べ、戦力不保持を規定した憲法９条を改正し、自衛隊を明確に位置付ける必要があると指摘した。 
　ただ、中谷氏は「具体的な改正案を各党で議論し、（国民に）提案すべきだ。時間をかけて丁寧に議論し、決めるべき問題だ」と述べ、具体的な改正項目は夏の参院選の争点にならないという見方も示した。 
　安倍晋三首相も３日の衆院予算委員会で９条改正に言及している。【村尾哲】 
産経新聞　2.27 17:27更新 
中谷防衛相「自衛権明記を」　将来的な９条改正に意欲

国産ステルス試作機を視察し、記者団の取材に応じる中谷防衛相＝２４日午前、愛知県豊山町（代表撮影）
　中谷元・防衛相は２７日、テレビ東京番組の収録で将来的な憲法９条の改正に意欲を示した。「自衛隊の存在も意見が分かれる状態だ。国の安全保障の基本的なところは国民が分かりやすいように制定すべきだ」と述べ、自衛権の明記を求めた。
　同時に「具体的な改正案は各政党で議論して提案すべきだ。時間をかけて丁寧に議論し、どうするかを決めるべき問題だ」とも強調した。
産経新聞　2.27 17:33更新 
自衛隊と憲法９条解釈「残念だが、国民欺いてる」　柴山首相補佐官が改正訴える
　柴山昌彦首相補佐官は２７日、埼玉県川越市で講演し、自衛隊と戦力不保持を定めた憲法９条２項の関係について「国内では（政府解釈で）軍隊でないと言っても、海外では軍隊として扱われる。残念だが、国民をいわば欺いているのが実態だ」と述べ、自衛隊を憲法に明記すべきだと訴えた。
　同時に「自衛隊が憲法に合致しているかと言えば、普通の人や子どもが読めば『おかしい』となるはずだ。政府が自衛隊を合憲としてきた解釈は、非常に苦しい」と指摘した。
　将来の国会発議に向けた改正項目の絞り込みに関し「９条が全然、箸にも棒にも掛からないということでは必ずしもないのではないか」と述べ、９条改正が盛り込まれることに期待感を示した。
産経新聞　2016.2.25 21:33更新 
公明・漆原氏「政治が前面で国民を引っ張るのは、好ましくない」　憲法改正に消極姿勢の自民運動方針案を一定評価
公明党の漆原良夫中央幹事会会長は２５日の記者会見で、自民党が平成２８年運動方針案で憲法改正を参院選の争点にすると明記しなかったことについて「国民意識が醸成されていないのに、政治が前面に出て国民を引っ張っていくやり方は好ましくない」と述べ、一定の評価をした。
　同時に安倍晋三政権の目玉政策である１億総活躍社会の実現などを重視する考えを示し、「どうやってデフレ脱却するのか、などに力点を置いて参院選は訴えていくべきだ」と述べた。
参院選公約、改憲盛り込みへ＝自民
　自民党は２６日の政調幹部会合で、夏の参院選の公約作成に着手した。５月中旬までに取りまとめる。重点分野の一つとして「盤石な国の基を築く」ことを掲げ、安倍晋三首相が意欲を示す憲法改正を盛り込む方針だ。このほか、（1）経済再生（2）地方創生（3）暮らしの安心安全－を柱に据える。（2016/02/26-20:43）
中谷防衛相 　部隊行動基準見直し「安保法施行後も検討」
毎日新聞2016年2月26日　18時39分（最終更新　2月26日　18時39分）
　中谷元防衛相は２６日の記者会見で、安全保障関連法成立後に着手した武器使用方法などを定める部隊行動基準の見直しについて、３月末の法施行までには完了しないとの見通しを明らかにした。 
　中谷氏は「規則や行動基準の検討作業をしている。期日までに全ての作業を終えるということではない。施行後も検討をしながらやっていく」と述べた。 
　また中谷氏は、中国が領有権を主張する南シナ海で防空識別圏を設定する可能性が指摘されていることについて「（中国は）設定の可能性を排除していないと承知している。一方的措置をとることを控えるべきだ」と述べ、中国をけん制した。【村尾哲】 
自衛隊と米軍が上陸訓練 安保法施行を前に
NHK　2月27日 18時43分
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陸上自衛隊は、日本時間の２７日、アメリカ西海岸で、海兵隊との大規模な上陸訓練を行い、日米の幹部が情報を共有しながら部隊を指揮しました。去年成立した安全保障関連法には日米の連携を強化する内容が盛り込まれていて、安保法が来月施行されれば、現場での連携がさらに進むとみられます。
陸上自衛隊は、長崎県佐世保市の西部方面普通科連隊の隊員などおよそ３１０人を先月からアメリカのカリフォルニア州に派遣し、アメリカ海兵隊のおよそ５００人とともに訓練を続けています。
　訓練では、日本時間の２７日未明、「ＡＡＶ７」と呼ばれる海兵隊の水陸両用車におよそ５０人の自衛隊員が同乗し、大規模な上陸を開始しました。また、別の地点では、自衛隊員が海兵隊の新型輸送機、オスプレイに乗って上陸し、負傷した自衛隊員を搬送する訓練などを行いました。
　さらに、演習場の一角には日米共同の指揮所が設けられ、自衛隊と海兵隊の幹部およそ４０人が巨大な地図を取り囲み、互いの上陸地点や戦闘状況を共有しながら作戦を進めていました。
　去年９月に成立した安全保障関連法には日米の連携を強化する内容が盛り込まれていて、安保法が来月２９日に施行されれば、自衛隊とアメリカ軍の情報共有や部隊の連携がさらに進むとみられます。
　自衛隊部隊の指揮官で西部方面総監部幕僚副長の青木伸一陸将補は「上陸訓練を通じて日米の連携をさらに強化するとともに、アメリカ軍のノウハウや教訓を吸収して、自衛隊の能力を向上させていきたい」と述べました。また、来月施行される安全保障関連法については「今回の訓練にこの法律の内容は反映していないが、今後はアメリカ軍と平素からのより緊密な連携が必要になると思う」と述べました。
　一方、海兵隊部隊の指揮官のデビッド・コフマン准将は「上陸作戦の能力は日本やアメリカを含む太平洋地域の安全保障のためにとても重要だ」と述べました。また、自衛隊が憲法の定める範囲で行動していることについては「自衛隊と海兵隊は地域を分けて作戦を行うことになっていて、２つの作戦地域から共同で同じ目標を達成するため、日米間の調整をどのようにしていくのかが課題となってきたが、私たちは可能な方法を見つけ出し、目標を達成できる柔軟性を持っている」と述べました。 
初公開 日米共同の指揮所とは
演習場の一角には、日米合わせて８００人の部隊の上陸作戦を進める日米共同の指揮所が設けられ、２５日、初めて公開されました。
　指揮所は、実戦では沖合の艦艇の中に置かれるいわば前線司令部で、訓練の期間中は毎日、日米の指揮官やスタッフなど合わせておよそ４０人が出席する会議が、午前と午後の１日２回開かれています。会議では、大きな地図を取り囲むように机がコの字形に置かれ、海兵隊部隊を指揮するクレイ・ティプトン大佐が「最終段階の作戦を行うが、今回の中で最も複雑な訓練になる」と述べると、自衛隊部隊の指揮官の青木伸一陸将補が「日米が協力して準備し、強襲揚陸を行う条件が整ったことを非常に心強く思う」と述べました。
　指揮所には、自衛隊のおよそ８０人と海兵隊のおよそ３０人のスタッフが参加していますが、今回、自衛隊は従来よりスタッフを増員し、司令部機能を強化して訓練に臨んでいるということです。指揮所では、日米の隊員が地図で上陸地点を確認したり、同じパソコンの画面を見ながら意見を交わしたりして、上陸作戦の進み具合や互いの部隊の動きなどの情報を共有していました。
　西部方面総監部の瀬尾匡則２等陸佐は「リアルタイムで日米の情報をいかに共有するかが簡単なようで非常に難しい。ただ、共同訓練を通じて、日米の連携が隊員レベルでも指揮官レベルでもさらに深まっていくことを期待している」と話していました。
　また、海兵隊部隊のジョン・ジアノポリス中佐は「瀬尾２佐と私で作戦の細かい情報をやり取りしている。海兵隊幹部として、私も日本の変化にいつも注目している。自衛隊の実力が上がれば、太平洋地域のさらなる安定につながる」と話していました。
安保法施行で連携加速か
安全保障関連法と、新たな日米防衛協力の指針、ガイドラインには、有事だけでなく平時から日米の連携を強化する内容が盛り込まれていて、来月、安保法が施行されると、今後、自衛隊とアメリカ軍の連携が加速するとみられます。
　去年９月に成立した安全保障関連法は、憲法解釈を変更して集団的自衛権の行使を可能にしたほか、安保法に先立って、去年４月、日米間で合意した新たな日米防衛協力の指針、ガイドラインは、日本の有事だけでなく、警戒監視や共同訓練など、平時からの連携も強化する内容を盛り込んでいます。このうちガイドラインは、自衛隊とアメリカ軍が日頃の警戒監視などを通じて情報共有を進めるとしているほか、日本の防衛のためであれば、共同訓練などの平時にも互いの艦艇などを攻撃から守るとしています。
　安保法が来月２９日に施行されると、新たなガイドラインに盛り込まれた内容が日本の法律に基づいて行使できることになり、今後、自衛隊とアメリカ軍の情報共有や部隊の連携が加速するとみられます。
自衛隊 南西諸島など離島の防衛体制強化へ
NHK　2月27日 18時44分
中国が海洋進出を強めるなか、自衛隊は、アメリカ軍との上陸訓練に加え、南西諸島など離島の防衛体制の強化を進めています。
南西諸島では、中国軍の艦艇や軍用機が沖縄県の先島諸島を通過して東シナ海と太平洋の間を行き来したり、中国が沖縄県の尖閣諸島を含む東シナ海の広い範囲に防空識別圏を設定したりするなど、海洋進出を強めています。
　こうしたなか、自衛隊は南西諸島など離島の防衛体制の強化を進めていて、２年後には、今回の訓練に参加している部隊を中核に、上陸作戦を専門とする３０００人規模の新たな部隊「水陸機動団」が長崎県佐世保市に創設される見通しです。これに伴って、陸上自衛隊は、アメリカ海兵隊の水陸両用車ＡＡＶ７や、新型輸送機のオスプレイを導入することにしています。
　また、先島諸島のうち与那国島に、付近の船舶を監視する１５０人規模の沿岸監視部隊を来月発足させます。
さらに、宮古島に地対艦ミサイル部隊を含む７００人から８００人規模の部隊を、石垣島にも５００人から６００人規模の部隊を新たに配備する方針で、地元との調整を進めています。
　このほか、鹿児島県の奄美大島にも３年後をめどに５５０人規模の部隊を新たに配備する計画です。
また、先月には航空自衛隊那覇基地にＦ１５戦闘機が追加配備されおよそ４０機の部隊となるなど、自衛隊による南西諸島の防衛体制の強化が進められています。 
しんぶん赤旗　2016年2月26日(金)

「ミサイル防衛」２兆円に　宮本徹議員追及　当初より倍増 防衛省認める

　若宮健嗣防衛副大臣は２５日の衆院財務金融委員会で、北朝鮮の弾道ミサイル対処を口実とした「ミサイル防衛」（ＢＭＤ）システムの導入経費が当面、約２兆円に達することを明らかにしました。日本共産党の宮本徹議員の質問に答えたもの。

　政府は２００８年４月の国会答弁で、ＢＭＤ整備費を全体で「８千億から１兆円程度を要する」としていました。宮本氏は「国会答弁に反する重大事態だ」と批判しました。

　若宮氏は、２００４年度から１６年度予算案までの累計で約１兆５７８７億円に達したと答弁。その理由として、前回の中期防衛力整備計画に基づき、イージス艦２隻を建造したことなどを挙げました。さらに、現行の中期防でパトリオットミサイル・ＰＡＣ３や警戒監視レーダーが計画されており、これらの費用で３千億～４千億円を要すると述べました。

　宮本氏は「軍拡競争という形で、日本の国民の税金を注ぎ込むのではなくて、国際社会が結束して外交的努力と圧力で北朝鮮を６カ国協議の枠組みに戻して、核開発の放棄を迫る。それしか道はない」とただしました。

しんぶん赤旗　2016年2月27日(土)

公明党「戦争法デタラメ」と…　「平和安全法制」こそレッテル　武器使用で殺し殺される

　夏の参院選に向けて、公明党・創価学会による日本共産党攻撃が各地の中間選挙などでエスカレートしています。公明新聞１７日付では、「野党のデタラメ　一刀両断」と題するコラムを掲載。全国でまかれている出所不明の謀略ビラと同一のデマとごまかしを繰り返し、謀略者の正体を告白しました。安倍暴走と正面から対決する共産党を攻撃する先導役を買って出たもので、反国民的な同党の立場をあらわにするものです。

閣議決定で明記

　コラムは、「『戦争法』のウソ　不安煽（あお）るレッテル貼りで政策論議避ける」と題して、次のようにのべています。「共産党は機関紙『赤旗』で、平和安全法制で日本が“集団的自衛権を行使”し、『侵略国の仲間入り』『海外での武力行使に歯止めはなくなる』と指摘していますが、まったくの見当外れです」 

　この弱々しい“反論”は成り立つでしょうか。まず、公明党が「平和安全法制」と称する戦争法は、核心の一つ「存立危機事態」で、日本が攻撃されていないにもかかわらず「他国に対する武力攻撃が発生」した場合、これを「排除」するための「実力行使」を認めています。これが集団的自衛権の行使となることは、戦争法のもとになった一昨年の「閣議決定」で明記しているとおりです。

　自公両党がことさら宣伝した「限定的集団的自衛権」なるものについて、政府は「国際法上は存在しない」「事例は存在しない」（岸田文雄外相）と答弁せざるを得ませんでした。

　また、戦争法のなかの「平和支援法」（派兵恒久法）では、これまでのテロ特措法（２００１年）、イラク特措法（０３年）にあった、自衛隊の活動地域は「非戦闘地域」に限るとした“歯止め”を外し、実際に戦闘が起こっている「戦闘現場」以外なら、自衛隊が軍事支援を行うことができるようにしました。

米軍の戦争支援

　日本共産党の志位和夫委員長は、昨年５月２７日の国会論戦で「戦闘行為が行われる可能性があるところまで自衛隊がいくということは、自衛隊自身が相手方から攻撃される可能性があるということになる」と質問したのに対し、安倍晋三首相は自衛隊が攻撃されたら「武器の使用をすることになる」と答弁しました。

　これだけをみても、安保法制は戦争法そのものであり、公明新聞の言い分こそ「まったくの見当外れ」です。

　戦争法は、昨年４月に合意した日米新ガイドライン（軍事協力の指針）の実効性を担保するために制定されたものです。平時から先制攻撃戦争まで「切れ目なく」米軍の戦争を支援する法制をつくり、自衛隊を「殺し殺される」状況に追いやっておきながら、「平和安全法制」などと言い張ることこそ、最悪の違憲立法をごまかす「レッテル」です。

しんぶん赤旗　2016年2月27日(土)

根本解決は対話通じて　中国 ６カ国協議再開呼びかけ

　【北京＝小林拓也】米中が北朝鮮に対する制裁を大幅に強化する安保理決議案で合意したことについて、中国外務省の華春瑩（かしゅんえい）副報道局長は２５日の記者会見で、「北朝鮮の核開発計画を阻止する効果があるだろう」と評価しました。その上で、「安保理決議は朝鮮半島の核問題を根本的に解決はできない。各国が対話を通じた問題解決の道に戻ることを望む」と６カ国協議の再開を呼びかけました。

　北朝鮮が１月６日に核実験を実施して以降、中国の王毅（おうき）外相とケリー米国務長官は３度にわたり会談。新決議案で一致した２３日の会談でも、対話の重要性を訴えました。

　王外相は、朝鮮半島の非核化実現と休戦協定から平和協定への転換の議論を同時に進めていくことを６カ国協議再開の突破口にしたいと提案。米国はじめ関係各国に賛同を求めています。

　２５日にワシントン市内のシンクタンクで講演した王氏は「朝鮮半島での戦争や混乱は想像できないほどの重大な結果をもたらすだろう」と、対話を通じた解決を改めて強調。一方、米国と韓国が在韓米軍への配備を進める最新鋭地上配備型迎撃システム「高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）」に関し、「中国の正当な安全保障上の懸念を考慮すべきだ。中国が納得できる説明が必要だ」と米韓に求めました。

しんぶん赤旗　2016年2月27日(土)

北朝鮮制裁を大幅強化　米が安保理決議案提示　全貨物を検査、航空燃料禁輸も

　米国は２５日、北朝鮮による核実験と事実上の弾道ミサイル発射の強行を受け、中国と協議を続けてきた国連安全保障理事会の新たな決議案を各理事国に提示しました。パワー米国連大使は記者団に対し、「実施されれば、過去２０年以上で最も厳しい国連安保理による制裁措置となる」と強調。現在、北朝鮮に科されている制裁を大幅に強化するものとなっています。



　パワー氏の説明によると決議案は、北朝鮮を出入りするすべての貨物の査察を加盟国に義務付けています。これまで貨物の査察は、違法な物品があると確証のある場合に限られていました。

　北朝鮮の銀行や資産に対して金融制裁を科すほか、北朝鮮に対し、▽あらゆる武器▽核兵器・ミサイルの開発に転用可能な物資▽航空・ロケット燃料―などの輸出を禁止。さらに北朝鮮から石炭や鉄、金、チタン鉱石、レアアース（希土類元素）を輸入することも禁止します。いずれも初めての措置といいます。

　そのほか、ロイター通信によると▽違法行為に関与した北朝鮮外交官の追放▽北朝鮮の１７個人、ミサイル発射を実施した「国家宇宙開発局」など１２団体のブラックリスト化―なども盛り込まれています。

　パワー氏は決議案について、「世界が北朝鮮による核開発を許さず、その行動には結果が伴うという明白でゆるぎないメッセージを伝えるものとなる」と述べました。

　ロイター通信によると、複数の安保理外交筋は２７日の会合で採択される見通しだと述べる一方、ロシアは決議案を精査する必要があるとして、採決は来週になるとしています。

共産県委、候補取り下げへ＝参院長野
　共産党長野県委員会は、県組織レベルで民主党と安全保障関連法の廃止などで合意することを条件に、夏の参院選長野選挙区（改選定数１）で公認された唐沢千晶氏（４５）の擁立を取り下げ、民主党公認の杉尾秀哉氏（５８）を支援する方針を固めた。県委関係者が２５日、明らかにした。　
　同選挙区では、自民が現職の若林健太氏（５２）を公認している。（時事通信　2016/02/25-10:53）2016/02/25-10:53
しんぶん赤旗　2016年2月26日(金)

５野党合意　前向きの大激動をつくり始めている　志位委員長が会見　市民運動の新たな発展に貢献　選挙協力でも良いスタート

　日本共産党の志位和夫委員長は２５日、国会内で記者会見し、安保法制＝戦争法の廃止や国政選挙での協力などを確認した５野党党首会談での合意（１９日）後、さまざまな国民運動が発展していることや、５野党間で選挙協力の具体的な協議が始まっていることなどを示し、「画期的な合意が情勢の前向きの大激動をつくり出しつつある」と強調しました。
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（写真）記者会見する志位和夫委員長＝２５日、国会内


　志位氏は、５野党合意に対して各界・各層から多くの歓迎と激励が寄せられ、２１日に取り組まれた沖縄米軍新基地建設反対の「国会大包囲」行動に２万８０００人、高校生グループ「ティーンズソウル」による同日の安保法制廃止を求めるデモに５０００人が駆けつけたことに言及。「５野党合意がさまざまな国民運動、市民運動の新たな発展に貢献する作用を発揮しています」と述べました。

　さらに、２３日に始まった５野党書記局長・幹事長の協議で、▽安保法制廃止と集団的自衛権の行使を容認した「閣議決定」の撤回を各党の選挙公約にする▽政権の問題についても協議していく▽安保法制以外のさまざまな政策課題についても一致点を探る協議をおこなう―ことが確認されたことを挙げ、「選挙協力でもたいへん良いスタートを切ることができました」と表明しました。

　そのうえで志位氏は「まずは参院選の１人区すべてで野党共闘が成立し、自公に打ち勝つ態勢をつくるために全力をあげたい。そういう態勢をつくることができれば１人区だけでなく複数区、比例区を含めて、自民・公明とその補完勢力対５野党プラス広範な市民連合の協力という選挙戦全体の対決構図が明瞭になってくる」と力説しました。

　志位氏は各地の選挙協力の現状について問われ、「党中央段階の協議と確認を行ったうえで、県段階での協議と確認を行うという段取りを踏んで進めていきたい」と述べたうえで、「いくつかの県で日本共産党と民主党との非常に前向きな話し合いが始まっています。各地で一緒にたたかおうという機運が広がっていることは大変うれしく、心強いことです」と語りました。

◇
　志位氏は、民主党と維新の党の合流の動きについて問われて、「両党の判断で進んでいることなので立ち入ったコメントは控えますが、５野党党首会談の合意にもとづいて野党共闘がさらに前進することを心から願っています」と述べました。

しんぶん赤旗　2016年2月27日(土)

５野党合意　参院選構図が一変　安倍自公・補完勢力 VS ５野党と市民　政権、危機感丸出し

　安保法制＝戦争法の廃止や国政選挙での協力などを確認した日本共産党、民主党、維新の党、生活の党、社民党の５野党党首会談の合意（１９日）を受け、５野党が具体化の協議を進めています。「戦後政治史の一つの転機になる」（ＴＢＳテレビ番組「ＮＥＷＳ２３」キャスターの岸井成格（しげただ）氏）と評される国政選挙での本格的な野党共闘―。参院選の構図そのものが一変しようとしています。
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（写真）４項目の確認事項で合意した５野党党首会談（１９日）


　「共産党が、候補者調整をして選挙協力をするという報道があった。…与党ＶＳ野党連合となると、単純な足し算では説明のつかない様相になるだろう」。参院長野選挙区（改選定数１）をたたかう自民党の若林健太議員は自身のブログにこう記しました。５野党の選挙協力合意について自民党関係者は「菅義偉官房長官をはじめ官邸は相当な危機感を持っている」と語ります。

首相も「警戒」

　現に安倍晋三首相は、野党統一候補が挑む４月の衆院北海道５区補選で「十分警戒しながら対処しなければならない」と下村博文党総裁特別補佐に対応策を指示しました。

　自民党の谷垣禎一幹事長は２２日の記者会見で「（日本共産党などとの選挙協力は）民主党にとっては自殺行為だ」と批判しましたが、即座に撤回。「自らの存在意義を否定する行為だ」と言い換える慌てようです。

　「自民１強」と騒がれながら、むき出しの野党共闘攻撃。１月の東京・八王子市長選で広範な市民団体、日本共産党などの応援を受けてたたかった五十嵐仁・元法政大学教授は「谷垣氏の慌てようこそ、今回の５野党党首会談合意の政治的な意義と効果を如実に示しています」と指摘します。「安倍政権の暴走を支える側からすれば、もっともできてほしくない合意ができてしまった。政権打倒の合意ができたのだから、当然安倍政権は危機感を抱くわけです」
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（写真）５野党党首会談を受け、緊急の都道府県委員長・参院選候補者会議で報告する日本共産党の志位和夫委員長（２２日）


対決軸を示す

　２３日から始まった５野党書記局長・幹事長の協議では、「安保法制の廃止と集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回」を各党の選挙公約にすることで一致。それ以外の政策面での共通項についても協議し、政権問題も話し合うことが確認されました。「『野合』批判もあるだろうが、『立憲』という大義は小異を捨てるに値する。憲法論議を真摯（しんし）に深めるためにも、損なわれてしまった土俵を修復することが先決ではないか」（「朝日」２４日付「天声人語」）と５野党党首会談合意に注目する報道もあります。

　「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」の中野晃一上智大学教授は、「野党共闘ができれば、安倍政治の暴走を止めるという明確な対決軸を国民に示すことができます。３２ある参院選の改選１人区は『オール野党と市民』対与党の対決が象徴的になり、選挙全体が安倍政権の暴走を許すのかどうかということが争点になっていく」と指摘します。

　“安倍自公・補完勢力ＶＳ５野党と広範な市民”の対決構図が、本格的な野党共闘で生まれつつあるのです。

投票促す効果も

「野合」と攻撃

　菅義偉官房長官は５野党党首会談の合意について、「政策の異なる政党間の選挙協力を進める。ましてや政権構想もないとすれば、そうした行動は有権者からどのように映るか極めて疑問」（２３日の会見）と攻撃し始めました。

　公明党の山口那津男代表も「政策的な立場の違いもあり、その後どうするかという展望も不透明な中で、果たしてどれほどの大義名分があるのか」（２３日の会見）と批判を強めています。

　政府・与党が野党共闘について「野合」と攻撃をしていることに元法政大学教授の五十嵐仁氏は、「戦争法廃止に向け与党議席を減らし、安倍政権を打倒するという明確な一致点がある」「自公はどうなのか。意見の違うところがあっても協力しているではないか」と反論します。
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（写真）５野党党首会談の合意を受けて開かれた５野党書記局長・幹事長会談。右から２人目は山下芳生書記局長＝２３日、国会内


　東京新聞は２４日付社説で「憲法違反と指摘される安全保障関連法の成立強行や企業寄りの経済政策など、安倍晋三首相率いる自民党政治は、看過できないところまできている。安倍政治に歯止めをかけるという大義の下、野党は勢力を結集すべきだ」と呼びかけました。

　５野党党首会談前に行われたＴＢＳ系列のＪＮＮ世論調査（６～７日）では「自民党と公明党に対抗するため野党は統一候補を立てるべきだ」は５７％と過半数。政権寄りのメディアでも「野党はできるだけ候補を統一したほうがよいと思う」が５２・７％(｢産経｣･ＦＮＮ合同調査２３日付）です。今回の５野党党首会談の合意はまさに国民の声に応え、新たな政治局面を切り開くものです。

　野党５党が統一候補を擁立した場合、２０１４年総選挙の得票で試算すると、３２ある参院選１人区のうち、岩手､秋田､福島、新潟､長野､三重、滋賀、沖縄の８選挙区で野党が議席を得ることになります（時事通信試算）。前回の１３年参院選で３１あった１人区で自民党が２９議席を獲得した状況から大きく変化します。五十嵐氏は分析します。

　「現在参院での与野党間の議席差は与党１３５議席、野党１０７議席で２８議席。参院の過半数は１２２議席ですから、１５議席ひっくり返せば与野党が逆転します。複数区での野党の健闘や比例代表での善戦なども加えれば、選挙結果は大きく変わります」。１人区での野党共闘の力が、参院選の複数区、比例代表に影響を及ぼす見方です。

共産党躍進を

　「とりわけ大きな『伸びしろ』があるのは共産党です。前回１３年参院選と同様の８議席を獲得しただけで５議席増になります。１３都道府県の複数区で共産党候補が１３人当選する可能性だってあるのではないか。共産党が前回以上に伸びれば、野党共闘と合わせて、与野党間の議席差はひっくり返せますし、それが政治を変える大きな力になっていく」（五十嵐氏）

　安倍首相は、参院選で改憲問題を争点化し、自公とその補完勢力で改憲発議に必要な３分の２議席を確保しようとしています。ところが、野党共闘の奮闘によって、３分の２どころか、過半数にも達しない局面をつくり得るのです。

政治変わる 今度こそ
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（写真）「安倍政権ＮＯ」、「野党は共闘」と、繁華街をアピールしながら行進する人たち。２列目は野党５党代表各氏＝１４日、東京都渋谷区


　戦争法廃止、集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回という政治的合意に基づく野党の選挙協力は、国民の世論と運動に根ざしたものです。

　「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」の中野晃一上智大学教授は、野党共闘によって切り開かれる新たな局面を強調します。

　「“それだけ重要な選挙なんだ”と国民の関心も強まり、投票率も上がるのではないでしょうか。とくに、これまで『どうせ自分が選挙に行っても自民党が勝つだろう』『変わらないだろう』とあきらめていた人が、今回は投票に行こうという気持ちに向かうのでないでしょうか」

　野党共闘が投票行動に大きな影響をもたらす―「多くの選挙区で共産党も含めて野党共闘が行われれば、それなりにインパクトがあり、投票率を押し上げる効果が期待できる」「与野党が伯仲した、緊張した政治状況を生み出すことも考えられる」（岩渕美克（よしかつ）日本大学教授、「東京」２３日付）との分析もあります。

　五十嵐氏は「２０１６年はまさに政治決戦の年となり、日本の新しい政治を切り開いた『平成維新』の年として歴史に刻まれるにちがいありません」といいます。

５野党党首会談での確認事項

　(1)安保法制の廃止と集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回を共通の目標とする

　(2)安倍政権の打倒を目指す> 

　(3)国政選挙で現与党およびその補完勢力を少数に追い込む

　(4)国会における対応や国政選挙などあらゆる場面でできる限りの協力を行う

しんぶん赤旗　2016年2月27日(土)

「１人区で候補降ろす」共産党方針　“相当な決断” “すごい衝撃”　ＴＢＳラジオ 出演者驚き

　２６日のＴＢＳラジオ番組「森本毅郎・スタンバイ！」で、戦争法廃止・立憲主義回復を目指す日本共産党が夏の参院選の１人区の多くで野党や市民団体の統一候補を推すために自らの候補を降ろすことを決めたことが話題になり、キャスターの森本氏が「いままでの方針をガラッと変える相当な決断だ」と驚嘆の声を上げました。

　番組でゲスト出演した社会評論家の小沢遼子氏が、民主党と維新の党の合流や野党間の選挙協力にふれつつ、これを「野合」だと難癖をつける自民党側の姿勢に言及。「そんなことを言ったって、自民党と公明党は野合でしょう」と笑い飛ばしました。

　その上で、「（日本共産党は）数でやられているんだったら、数で（やり）返すために自分たちができることはこれだというのを出してきた」、「すごいインパクト（衝撃）だ」と評しました。

　森本氏も「よく共産党はあれで（党内の）話がついたと思う」と繰り返しました。

　小沢氏は、過激組織ＩＳの問題で空爆などの軍事対応を強める米ロ両国と増え続けるシリア難民にも言及。「両者（米ロ）が昔みたいな、ばかなことをやるか、それとも“日本共産党的”に自分が一番できて世界に貢献するのは何かを考える人が出てくるかどうかだ」とも語りました。

共産県委、候補者取り下げへ＝参院岐阜
　共産党岐阜県委員会は、夏の参院選岐阜県選挙区（改選定数１）で決定していた高木光弘氏（５６）の擁立を取りやめ、民主党現職の小見山幸治氏（５３）の支援に回る方針を固めた。安全保障関連法の廃止を目指し共闘が可能と判断したため。関係者が２４日、明らかにした。
　同選挙区では、自民が現職の渡辺猛之氏（４７）の公認を決めている。（2016/02/24-09:57）
共産党 　衆院選も擁立大幅減…野党候補一本化で方針
毎日新聞2016年2月25日　21時16分（最終更新　2月25日　21時33分）
　共産党の志位和夫委員長は２５日の記者会見で、次期衆院選での野党候補一本化について、「直近の国政選挙の比例得票数を基準にするのが合理的かつ公平、公正な基準だ」と述べた。候補者調整の際、国政選挙での得票数に応じて各党の候補者数を決めるべきだとの考えを示したものだ。民主などが応じれば参院選に続き、衆院選でも大幅に擁立を減らすことになる。 
　共産は、民主が政権交代を果たした２００９年の衆院選で３００選挙区（当時）のうち候補を立てたのは１５２選挙区にとどめたが、それ以外は原則、全選挙区で候補を擁立してきた。１小選挙区あたり１万〜２万票を持つ共産の候補取り下げは民主などに追い風となる。 
　共産は２３日の民主、維新、社民、生活との５党幹事長・書記局長会談でもこの方針を提示した。１４年の衆院選の５党の比例票の割合を２９５選挙区にあてはめた場合、共産の擁立数は７０選挙区程度となる計算だ。 
　共産は参院選の複数区で積極的に擁立し、１人区で原則候補を取り下げる方針。だが、衆院選は定数１の小選挙区制のため、「ギブ・アンド・テークの原則で選挙協力を進めたい」（志位氏）として、同党も一定程度の候補者を擁立する意向を示した。 
　候補取り下げによる選挙協力に関連し、志位氏は２５日、「選挙戦全体で、自民・公明・与党補完勢力対５野党と広範な市民連合という対決構図になる」と述べ、反安全保障法制の市民団体や無党派層に支持を広げる狙いを強調した。【田所柳子】 
産経新聞　2016.2.25 17:35更新 
共産・志位委員長「批判的な立場は多数だ」強調　安保関連法「廃止すべきでない」多数の世論調査結果に独自見解
　共産党の志位和夫委員長は２５日の記者会見で、同党を含む野党５党が夏の参院選での共闘の旗印にしている安全保障関連法廃止に対し、「廃止するべきでない」との回答が多かった共同通信の世論調査結果について、「ああいう通し方に対する批判的な立場は多数ではないか。廃止すべきかという設問では、そういう答えもあったということではないか」と独自の見解を示した。
　共同通信が２月２０、２１両日に行った世論調査では、安保関連法について「廃止するべきではない」が４７．０％で、「廃止するべきだ」の３８．１％を上回った。
　こうした結果をよそに、志位氏は会見で「５野党の党首会談で画期的な合意が行われ、情勢の前向きの大激動を今作り出しつつある。私たちのもとにも大変多くの方々からの歓迎と激励と期待が寄せられている」と強調。さらに安保関連法廃止以外の連携についても「できるだけ多面的な一致が得られればと思う」と意欲を示した。具体的には、消費税増税、雇用、原発、環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）、沖縄の米軍飛行場移設問題、憲法改正を挙げた。
　民主党と維新の党の合流については「立ち入ったコメントは控えたいが、野党５党首会談の合意に基づき野党共闘がさらに前進することを願っている」と述べた。
　民主、維新両党は他の野党や無所属議員にも参加を呼び掛ける意向だが、志位氏は「合流は考えられない。向こうも考えていないと思う」と指摘。共産党の党名変更についても「全く変えるつもりはない。私たちの歴史、理念、理想を刻んだ名前なので、大事に使っていきたい」と語った。
鈴木宗男代表、参院選も自民支援方針　首相に伝える
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安倍晋三首相と面会後、報道陣の質問に答える地域政党「新党大地」の鈴木宗男代表＝２４日午後、首相官邸、飯塚晋一撮影


　地域政党「新党大地」の鈴木宗男代表は２４日、安倍晋三首相と首相官邸で面会し、今夏の参院選北海道選挙区（改選数３）で２人を擁立する自民を支援する方針を伝えた。大地は４月の衆院北海道５区補選でも自民候補の推薦を決めており、与党化が一層進みそうだ。
　鈴木氏は面会後、記者団に「首相から要請のあった通り協力をするという話をした。（首相は）『ありがたい』ということで評価してくれた」と語った。
　３年前の参院選北海道選挙区は改選数２で、大地は公認候補を擁立、３５万票余を得て次点だった。自民にはこの「ムネオ票」の上積みに期待する声が強い。大地が２０１４年衆院選で協力した民主は、維新との合流や安全保障法制をめぐる共産との選挙協力を進めているが、鈴木氏は「ただ数合わせ、反安保だけでは政治じゃない」と批判した。
産経新聞　2016.2.27 16:35更新 
【ムネオ氏の娘、貴子氏離党】民主・枝野幹事長が激怒！「離党するなら議席をお返し頂きたい」「重大な反党行為だ」　ぶら下がり詳報　

民主党に離党届けを提出し、会見する鈴木貴子氏＝２６日午後、東京・永田町の衆院第一議員会館（斎藤良雄撮影）
　民主党の枝野幸男幹事長は２６日午後、鈴木貴子衆院議員（比例北海道）から離党届の提出を受けた後、国会内で記者団の取材に応じた。詳報は以下の通り。
◇
　「大変残念な話だが、本日の１２時、党本部に鈴木貴子衆院議員がおいでになって、離党届を提出をされた。鈴木議員については、この間も（離党に踏み切るとの）報道などがあったので、過日、本人を呼んで『あなたのためにも、比例の当選者という立場とさまざまな側面から、おかしな行動をとらないように』ということを申し上げたが、きょう、残念ながらそういうことになった」
　「私からは、鈴木さんの将来のためにも、それから、いろんな経緯があるにしても、民主党の比例の枠で、しかも比例１位で当選しているということなどを含めて『離党を思いとどまるべきではないか』と申し上げた。残念ながら『翻意する考えはない』と。『それでは、大変残念だけれども、離党するのであれば議席をお返しをいただきたい』と。『比例代表の１位に優遇をして、小選挙区と重複立候補されたわけだが、小選挙区では当選せずに、比例代表で救われているわけなので、これは民主党の党名を書いた皆さんの議席であるので、離党されるのであればお返しをいただきたい』と。『これは今の重複立候補制度、衆議院の比例代表の仕組みのスジである』と。そして、『もし、どうしても離党されるということであるならば、あわせて、民主党で預かっている議席を返上されたほうが、あなたの将来のためでもある』ということで申し上げたが、それも拒否をされた」
　「その上で私から、『報道などでは自民党と協力というような話も伝えられているが、そういうことなのか』ということを念のため問いただしたが、ご本人は『離党したら無所属で（父の宗男元衆院議員が代表を務める政治団体の）新党大地の一員として行動していく』と。その新党大地が自民党と協力すると言っている。結果的に自民党に協力するということだと受け止めた」
　「したがって、私からは『離党届はお預かりするが、このまま離党をお認めするということはできないと思う』『しかるべき処分に向けての手続きになると思うので、それはご連絡します』と申し上げた。比例代表の議席であるということ、それから、事実上、自民党に協力をするという方向性を否定されていないということを合わせて考えると、これは厳重に重い処分をせざるをえないと思っている。北海道連からは、除籍を求める上申をするということで、私に対して口頭で報告があった。大変残念だが、ご本人にとっても、長い目でみれば政治生命を損なう誤った選択であるというふうに思う」
　－－新党結成が正式に決まる日に離党を申し出たことをどうお感じか
　「いつ申し出られるにしても、比例代表での議席ということの意味を認識されていないということは一緒ですから」
　－－想定しているのは「除籍」か
　「役員会、そして常任幹事会にご相談をして、最終的には倫理委員会にもかけないと決定はできないので、私から軽々に申し上げるべきではないと思っているが、地元の北海道連から『除籍を求める』という申し出があるということ、それから比例代表の制度の趣旨、さらには、自民党に協力するということを事実上否定できないということを考えると、相当重大な反党行為であるという前提で対応せざるをえないと思っている」
　－－北海道での選挙への影響は？
　「こういう行動をするような方に対する支持は間違いなく消えていくと思っているので、大勢に影響はないと思っている」
　－－事態の悪質さに鑑みて、党として議員辞職勧告なども必要ではないか
　「党として公職の辞職を求めるというのは、重さからいえば、除籍よりも相対的には軽いのかなと思うが、当然、そうしたこともセットでの処分の議論になるだろうと思う」
産経新聞　2016.2.26 13:48更新 
【ムネオ氏の娘、貴子氏離党】会見詳報（１）「有権者との約束を果たすことはできないとの思いから判断」
　民主党の鈴木貴子衆院議員は２６日、国会内で記者会見し、離党する意向を表明した。会見の冒頭発言は以下の通り。
　本日、民主党を離党する決意を決めて、離党届を提出させていただいた。民主党の先生方には自らの政治活動、さまざまな機会、そして幅を与えていただいた。先生方へ心から感謝を申し上げる次第であります。しかしながら、政治家として信念に基づいて決断をしなくてはいけない。今月１９日には北海道５区補欠選挙、この５区において基本的な思想、また国家観といったものが全く異なる政党、共産党とのいわゆる野党統一候補の擁立が正式に発表された。私の政治家としての信念、何においても成し遂げなくてはいけない、やり遂げなくてはいけない諸課題に対して、いまのままでは私の地元、有権者の皆さまとの約束を果たすことはできないとの思いから、離党という判断をさせていただいた。
　重ねてこの１年数カ月にわたり、叱咤激励をいただき、ご指導をいただいた。多くの民主党の先生方、党本部の皆さん、関係各位に心から感謝を申し上げさせていただきたい。今回、私の決断を必ずや政治家としての糧として地元の北海道をはじめ、日本にとって、これでよかった。この決断がよかったと思っていただけるよう誠心誠意、精進を重ねてまいる所存であります。
会見詳報（２）離党を伝えた際、父からは一言「分かった」
　民主党の鈴木貴子衆院議員（比例代表北海道ブロック）は２６日、国会内で記者会見し、離党する意向を表明した。記者会見での主なやりとりは以下の通り。
◇
　－－当面は無所属で活動するのか
　「今後は私の原点でもある無所属、（政治団体の）新党大地代表代理の肩書とともに、北海道のため、日本のため、未来のために汗していく所存だ」
　－－民主党の枝野幸男幹事長と正午に会談した。どんなやりとりをしたのか
　「急なお願いにもかかわらずお時間を取っていただいて、直接離党届を提出した。その際、枝野幹事長からは『非常に残念だ』というありがたいお言葉も頂戴した。今後、離党届の扱いに関して追って連絡する旨をうかがった」
　－－民主党と維新の党が今日午後、合流で正式に合意する。民主と維新の新党に対する認識は
　「今日のニュースを見て、午後に民主と維新の合流に向けての会談が開かれることを承知した。この記者会見は（午後）１時から開かせていただいている。そういったところで、さまざまな推察もされているようだ。私としては、お世話になった民主党、そして維新が一枚岩になって合流だという動きの中で、党内においても（衆院北海道）５区補選に関しても、さまざまな場所で私自身の考えを述べてきた。その経緯からも中途半端に、安易に、これ以上のご迷惑をおかけすることはできない。政治家としてのけじめをつけさせていただきたい。このような思いで記者会見を開かせていただいた」
　－－岡田克也代表率いる民主党執行部の党運営に対する不安が離党の決断につながったのか
　「先月末に党大会が開かれた。本来であれば、最高意思決定機関でもある党大会の場で『党を挙げて戦う』と述べられている５区補選、新たに加わった京都（３区補選）、来る夏の参院選、いつ何時解散されるか分からない衆院選について、党としてどのようなビジョンを掲げ、国民の皆さんの声なき声を受け止めていくのかという、党としての考え方をしっかりと掲げられるべきだったと思う。そういった意味では、率直に申し上げて、今の党執行部、党内のコミュニケーションを含め、また意志や価値観の共有も含めて、岡田代表は反省すべきは反省をし、野党第１党のリーダーとして、もっと鮮明な旗を掲げらるべきではないか」
　－－新党大地の鈴木宗男代表は参院選で自民党を支援する方針だ。自身も自民党候補を支援するのか
　「今回の離党の経緯からしても、衆院北海道５区補選に関しても、私の考え方は明らかにさせていただいている。原点である新党大地、無所属に戻るという決断をしたからには、鈴木代表に相談し協議しながら、新党大地としてぶれない方向性で行動をとっていかなくてはいけない」
　－－自民党は「鈴木貴子氏には自民党で活躍してもらいたい」と引き抜きを検討している。将来的に自民党で活動する意志は
　「さまざまな報道が先行している。新聞やニュースなどを見て、驚くような報道に接してきたというのが率直な気持ちだ。そのような声があるのか否かも私は存じ上げない。今、私のこの立場で、政治家、鈴木貴子として忘れてならないのは、どんなときにも北海道、地元の発展のために、地域にとってベストな選択をしていくことだ。それが政治家としての使命だ」
　－－鈴木代表には離党をいつ何と言って伝えたのか
　「最終的に離党を決めたと代表に報告したのは昨日だ」
　－－鈴木代表は何と言っていたか
　「さまざまな会合、メディア、ブログなどを通じ、私の考え、信念、信条、今の民主党が進もうとしている今の政治姿勢について、私の考えは鈴木代表も十分に分かっていただいたのではないかと思う。その上で離党を決意した。『明日、離党届を提出する覚悟を決めた』と伝えたときには、鈴木代表からはただ一言『分かった』と、ただその一言だけをいただいた」
　－－民主党に投票した方々の票で当選した。その説明はどうするのか
　「私は北海道の比例（代表ブロック）で単独１位という枠を前回の総選挙でいただき、現在バッジを着けさせていただいている。２０１４年の民主党と新党大地の選挙協力の協議の段階でも、新党大地のこれまでの過去の実績が非常に重要視されていたと思っている。１２年の前々回総選挙は新党大地も候補を擁立した。その際、民主党は北海道では小選挙区において議席を有することができなかった。小選挙区ではゼロ議席だったと記憶している。民主党と新党大地が協力した前回の選挙では、小選挙区においても３つ議席を得ることができた」
　「私自身、しっかりとこの点に対しては明らかにさせていただきたいと思っているのは、１２年と１４年の選挙で、投票率自体はおよそ２・５％下がっていた。しかしながら全体の比例の得票数でみると、２１万票を超える上積みがされている。その上積みの票によって、民主党のそれぞれ選挙区で戦われた先生方が３議席、そしてまた比例においても単独１位のみならず、他の先生方も議席を有することができた」
　「新党大地のこれまでの実績が重視された上での協力だったと思っている。そういった意味からも、私がいただいた単独１位の枠は新党大地の枠と考えることができる。そういったお話を当時の玄葉（光一郎）選対委員長からも頂戴したことをしっかりと記憶しているし、民主党の北海道の当時の会長や現会長も同じ認識を今でも共有していただいていると思っている」
　－－平成２８年度予算案の採決にどう臨むか
　「無所属にかえる中で、新党大地代表代理という立場で政治活動を続けていく決意をした者として、現実的な、結果を残せる仕事をするべく、最善の判断に努めてまいりたい」
　－－自民党の会派に参加する考えは
　「１期生のときには無所属として活動させていただいていた。そういった意味でも原点にかえる。確かに委員会や質問といった場所での制約はあると思うが、この６月でバッジをいただいて４年目に突入する。これまでの経験やさまざまな人脈も最大限に活用しながら、誰よりもこれまで以上に北海道の声を、痛みを、そしてまた声なき声を代弁していくべく汗してまいる所存だ」
会見詳報（３）完　「基本的な価値観が異なる政党同士が集まるのは…」　「共産党とくみする形を目指す政党には属せない」
　－－これまで環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）や安全保障法制などに反対を表明してきた。離党によってその判断はどうなるのか。それについて北海道の有権者にどう説明していくのか
　「ＴＰＰに関しては、２０１２年選挙でたすきを掛けたときから一貫して反対を強く訴えている。ＴＰＰ反対という思いは今も変わりない。地元を回っている中でも、いまだに多くの皆さんが不安を抱えていらっしゃる。これからの先行き、見通しが立たない状況にいらだちを覚えていらっしゃる。こういった声を多く感じられる。そういった意味でも、新党大地北海道を皆さんによって立ち上げていただき、育てていただいている。まさに北海道の代弁者といっても私は過言でないと思っている。そういった意味でも、私はこれまで同様にＴＰＰ反対の姿勢は貫いていきたい。大筋合意、署名と、２０１２年から時間が経過し新たな流れもあったが、国益を最大限に守るために、実際に不安を抱いている皆さんの不安を払拭するような対策、政策を同時にしっかり掲げていく。そしてまた、それを説明責任を持っている政府与党に対してもしっかりと働きかけていきたい」
　「安全保障に関しては、先の通常国会でも安倍（晋三）首相はじめ政府与党は『これまで以上に国民に丁寧な説明を尽くしていく』と述べられていた。正直申し上げて、十分な説明がいかほどなされているのか。見えてこない、聞こえてこない部分を私自身は感じている。そういった意味でも、しっかりと説明責任を果たしてもらうべく声を上げてまいりたい」
　－－民主党など野党５党で提出した、安全保障関連法の廃止法案にはどう対応していくか
　「野党第１党として対案を、しかも前国会中にも動いていた動きだ。それを日の目に出すというか、提出するという動きは、おのずと出てくるものであったのではないか。しかしながら、私が問題だと感じるのは、特に安全保障で、そして基本的な国家観で大きな隔たりを持つ他の政党と共同提出という動きはいかがなものかと。われわれ政治家は、国家、国民、安全安心、財産を守っていくのが使命だ。そういった意味で、現実的な考え、現実的な対応を取っていく。これが今の時代には求められている。はっきり申し上げて、共産党との共同提出はその枠組みを一つ見るだけでも、現実味が薄れてしまうのではないかという危機を私自身は持っているが、提出者としてそこは民主党の先生がしっかり説明されるものだと期待している」
　－－衆院北海道５区補選で街頭演説に立つか
　「選挙の応援演説は要請があって初めて生じるものだ。もし仮に鈴木貴子に要請があった場合には、しっかりと検討させていただきたい」
　－－自ら進んで応援にいく考えは
　「応援はあくまでも求められて初めて成立するものだ。私自身がたすきを掛けていれば、もちろん自らの意志で立たせていただくのが筋だと思う。しかしながら応援であれば、要請をいただくのが手続き論的には先なのかなと思う」
　－－なぜ民主と維新が合流するタイミングで離党するのか
　「民主党と維新の先生方が同じ志を持ち、共通の思想や政策のもとに集われることは有権者、国民の皆さんの評価に値する。選挙でまさに結果が問われてくるのではないか。しかしながら、一言で野党といってもさまざまな野党がある。政党は共通の理念や政策のもとに、政権を担うんだ、日本を引っ張っていくんだ、未来を築いていくんだといった気概のもとに集まるものだ。そういった意味で、基本的な価値観が異なる政党同士が集まるのは私としては掌握できない」
　－－冒頭に述べた「やり遂げなくていはいけない諸課題」とは北方領土問題などを指しているのか
　「はい。私は北海道７区、釧路管内、根室管内、そして北方四島も自分の選挙区であるという思いで日々政治活動をしている。戦後７０年たってもいまだ１島たりとて還ってこない。元島民の皆さんは平均年齢が８０歳を超えている。四島の問題は主権の問題であると同時に、現場、隣接地域の私たちにとっては、まさに暮らしに直接に、安心安全にも関わってくる大きな問題だ。去年はサケ・マス流し網漁が禁止になった。地元経済は２５０億から２８０億の影響が出ているといわれている。また、広尾漁協所属のサケ・マス船『邦晃丸』の乗組員が拿捕（だほ）される事件もあった。『北方領土問題が解決していれば、前進していれば、果たしてそういう問題はあったのだろうか。果たして地元の皆さんたちはこんなにも悔しい思いを、つらい思いをしないといけないのだろうか』と、まざまざと感じた１年でもあった」
　「共産党は今も政府見解をも否定し、全千島２２島の返還を掲げている。今年は日露問題が大きく動く年だ。日ソ共同宣言から６０年を迎えるタイミングだ。安倍首相が強い決意、意志を持っていらっしゃるともうかがっている。そういった中で、現実的に前進させ、解決させ、地元の皆さんの負担を少しでも和らげることをしっかりと成し遂げるためには、共産党とくみするような形を目指している政党には属することができない。このような思いで離党に至った」
参院選候補の推薦を　全国県代表協議会
毎日新聞2016年2月27日　18時29分（最終更新　2月27日　18時29分）
　公明党は２７日、今夏の参院選を前に地方組織の代表らを集めて全国県代表協議会を党本部で開いた。井上義久幹事長は、自民党に推薦を依頼している重点５選挙区の公明党公認候補について、３月１３日の自民党大会までに推薦に関する結論を得たいとの考えを示した。 
　公明党は、過去最多の７選挙区に候補を擁立。井上氏は東京、大阪を除く、埼玉、神奈川、愛知、兵庫、福岡の５選挙区について「大変厳しい情勢だ」と説明した。いずれも自民党と競合しており、同党各県連は公明候補の推薦に難色を示している。井上氏は「何とか５選挙区で推薦を得るよう協議を継続する」と語った。 
　自民党は改選数１の選挙区の同党候補について、公明党の推薦を求めている。公明党幹部は「自民党大会までに双方が推薦し合う態勢を整えたい」としている。【横田愛】 
産経新聞　2016.2.26 13:52更新 
【参院選】自民との選挙協力に公明やきもき　推薦渋る自民にどうする？
夏の参院選をめぐり、公明党が自民党との選挙協力に気をもんでいる。公認候補を擁立する埼玉や福岡など５選挙区で自民党に推薦要請したが、自民党は地元県連などに抵抗感が強く、対応が決まらないためだ。公明党は２７日に参院選への奮起を促す党会合を開くが、５選挙区の地元組織からは不満が噴出しかねない。（清宮真一）
　「公明党候補への推薦は現時点で考えられない」
　自民党福岡県連幹部は２４日、党本部で谷垣禎一幹事長、茂木敏充選対委員長と会談し、公明党候補を推薦しないよう要請。党の結論は持ち越した。
　公明党は夏の参院選で選挙区に過去最多の７人を擁立。このうち激戦が予想される埼玉（改選３）▽神奈川（同４）▽愛知（同４）▽兵庫（同３）▽福岡（同３）で自民党に推薦を求めている。公明党はその代わりとして、全体の勝敗を決める改選１人区で自民党候補の推薦を検討している。
　自民党執行部は「与党間で貸し借りがある」と推薦に前向きだが、５選挙区にはそれぞれ党の公認候補がおり、地元の党県連は「反対意見しかない」（新藤義孝党埼玉県連会長）と忌避感が強い。逆に公明党からは「自民党が支援しなければこちらも１人区で推薦しない」（幹部）との強硬論もあがり、与党はピリピリした空気に包まれている。
　公明党の漆原良夫中央幹事会会長は２５日の記者会見で、自公協力が破綻することを懸念。「お互い協力できるところは協力していただきたい」と呼びかけた。
　公明党は、２７日に都道府県本部の幹部を集めた「全国県代表協議会」で、参院選の重点政策を発表し、戦闘モードに突入する。党選対幹部は「会合で自民党との選挙協力を話せる段階ではない」と慎重だが、５選挙区の地元県本部が党幹部に推薦問題を問いただし、紛糾する可能性もある。
　与党内では「自民党が５選挙区で公明候補を推薦する代わりに、衆院選挙制度改革で公明党の譲歩を引き出す」との見方まで浮上。漆原氏は「選挙協力は衆院の定数削減と別に対応しなければならない」と語るが、自民党の態度がなかなか決まらない様子に焦りも募らせているようだ。
しんぶん赤旗　2016年2月27日(土)

３２の１人区が“最重点”　自民 参院選へ運動方針案

　２０１６年自民党運動方針案は、７月の参院選について「安定した政治基盤を固める選挙であり、わが国の将来を左右する極めて重要な戦い」と位置付け、必勝態勢の構築を掲げました。そのなかでも、全国で３２ある参院選挙区１人区での選挙戦が「全体の勝敗を大きく左右する」として、最も力を入れる構えを見せています。

　参院選とダブル選となる可能性も指摘されている衆院選に関しては、「いつ選挙が行われても勝利できるよう各議員、支部長は常在戦場の心構えを」と求めています。衆院北海道５区補選（４月）と沖縄県議選（６月）については、「確実に勝利する」とかかげました。

　運動方針案は経済政策について、国民が景気回復を実感していないにもかかわらず「『もはやデフレではない』という状況をつくり出すに至った」と自賛。農業と地方経済をはじめ日本の経済や暮らしに壊滅的影響を与えるＴＰＰ（環太平洋連携協定）を「日本の良質な製品、サービスを世界に売り込むチャンス」と美化するとともに、さらなる法人税減税を進める姿勢も見せ、大企業優遇政治を続ける構えを示しています。

　原子力政策については「原子力発電所の再稼働を進めるなど、重要なベースロード電源として活用する」と明記し、原発推進の姿勢です。

憲法・ＴＰＰが焦点＝民維、政策調整に課題
　民主、維新両党は３月中の合流で正式合意したのを受け、近く政策について調整を本格化させる。ただ、憲法改正や環太平洋連携協定（ＴＰＰ）について両党間の温度差は否めない。１カ月弱の突貫工事を強いられる中、数で劣る維新側には調整が民主党ペースで進むことへの危機感が強く、新党結成前に火種となる可能性もある。
　綱領・政策に関する両党の検討チームには、民主党から長妻昭代表代行ら、維新から小野次郎政調会長らが入り、３月２日にも初会合を開く。民主党の岡田克也代表は２６日、維新の松野頼久代表との共同記者会見で「理念、政策を一致させ、安倍政治に代わる政治を行っていく」と強調した。
　両党は昨年１２月に統一会派結成を決めた際、経済や外交、政治改革など７分野で基本合意を交わしており、今後の調整の基盤になる。
　このうち、焦点の一つだった消費税率１０％への引き上げについて、両党は「軽減税率を前提とした引き上げは認められない」との統一見解をまとめ、対案を国会に共同提出。安全保障関連法の対案となる領域警備法案など３本も共同で出した。
　一方、全く手付かずなのが憲法改正。両党とも「安倍政権による改憲」に反対の姿勢は共通するものの、保守系とリベラル系の対立を抱え立ち位置の定まらない民主党と、統治機構分野を中心に改憲自体には前向きな維新との間には溝がある。
　これに関連し、安保分野では集団的自衛権行使の是非が焦点。安保関連法で政府が行使の事例に挙げる朝鮮半島有事での米艦防護について、維新は個別的自衛権の拡大で対処できるとの見解。民主は集団的自衛権行使への賛否が交錯している。
　ＴＰＰについて、先にまとめた共通見解では「国益が守られたとは評価できない」とするにとどめているが、協定案への賛否は未定。反対に傾く民主党に対し、維新の基本的な立場は「経済連携推進」だ。
　このほか、維新が重要テーマと位置付ける企業団体献金禁止をめぐっては、岡田氏が今月上旬に関連法案の共同提出を明言したが、規制強化に反対論が根強い党内事情を反映して実際の作業はほとんど進んでいない。
　合流方針に関し、維新内では「独自色発揮が難しくなる」（若手）との懸念がくすぶり、スケジュールに響く事態も想定される。（時事通信2016/02/27-14:59）2016/02/27-14:59
民維、来月合流を決定＝１５０人規模、安倍政権に対抗－党名・綱領の検討急ぐ
　民主党の岡田克也代表と維新の党の松野頼久代表は２６日午後、国会内で会談し、３月中に両党が合流することで正式合意した。衆参両院で計１５０人規模となり、安倍政権に対抗できる勢力の結集に向け、他の野党にも参加を呼び掛ける方針だ。新たな党名や綱領の検討を急ぐ一方、夏の参院選に向け、共産党などとの共闘も推進する。
　岡田氏は会談後の共同記者会見で「日本の政治の流れを変える歴史的な日にしたい。安倍政権に対して疑問や不安を持っている方の受け皿になる」と表明。松野氏は「政権交代に向け、第一歩を踏み出すことができた」と強調した。
　党首会談では、結党大会に向けた作業を行うため、双方の代表と幹事長の計４人でつくる「新党協議会」の設置を決定した。初会合は３月１日に開く予定。その下に、党名と綱領・政策を決める二つの検討チームを設けることも決まった。　
　また、合流後のトップは岡田氏が引き続き務め、参院選後に速やかに代表選を実施する。松野氏は「代表代行」に就く方向で、当面のその他の人事は新党協議会で話し合う。
[image: image1.jpg]


　新党設立は、民主党を存続政党とし、維新は解散手続きを経て合流する方式を取る。同時に、民主党も所属議員の大半がいったん離党し、維新議員の移籍と同時に再び入党する。１９９８年に当時の民政党や新党友愛が民主党に合流した際の方法を踏襲した。
　民主、維新両党の現有勢力は衆院で民主７２人、維新２１人の計９３人だが、民主党に離党届を提出した鈴木貴子氏は除名の方向。一方、参院は民主５９人、維新５人。ただ、維新側は比例代表選出議員の政党間移動を制限する国会法の規定により加われず、無所属となり、新党会派に入って国会活動を共にすることになる。
　党首会談では、政策・理念の一致を前提に他の野党勢力の糾合を目指す方針を確認。岡田氏は会見で、国政選挙や国会対策での共闘強化を決めた先の５野党党首会談に触れ、「その合意と新党を車の両輪として頑張っていきたい」と語った。
　民主党は２９日、全国幹事長会議を党本部で開催。岡田氏が合流を決めたことを説明するとともに、結党に向け準備を進めるよう求める。
◇民主・維新合意のポイント
　一、３月中の新党結成
　一、綱領や規約を準備する新党協議会設置
　一、１９９８年の民主党結党方式を採用
　一、新党名は客観的手法で決定
　一、参院選、衆院選に向け協議加速
　一、参院選後速やかに代表選実施
　一、幅広い野党結集を呼び掛け
（時事通信2016/02/26-18:27）2016/02/26-18:27
熱気なき新党合意＝トップの妥協に不満消えず－民維
　民主、維新両党が２６日、来月の新党結成に向けてスタートを切った。夏の参院選で安倍政権に批判的な有権者の「受け皿」となることを目指す。党名や政策を速やかに決め、一体感を打ち出すことが課題だ。ただ、民主党への「出戻り組」も多く、両党首がトップダウンで話を進めたことへの不満が双方にくすぶっており、「全く高揚感はない。国民がわくわくするはずがない」（民主党中堅）との声も漏れている。
　民主党の岡田克也代表は合流合意後、「２５年の政治生活の集大成として、この新党でもう一度、政権交代にチャレンジしたい」と記者団に強調。維新の松野頼久代表も「反転攻勢の第一歩だ。政権交代を狙う」と呼応した。
　新党結成時の勢力は衆参両院で１５０人規模。自民党の４００人超には遠く及ばないが、参院選と次期衆院選で「自民１強」に対抗していく足場としたい考えだ。
　しかし、維新の衆院議員２１人のうち、松野氏や今井雅人幹事長を含む１０人はかつて民主党に所属していた出戻り組だ。自民党の谷垣禎一幹事長は「分裂したのにまた一緒になる。同じことの繰り返しでは進歩がない」と切り捨てる。また、野党共闘の在り方に反発した鈴木貴子衆院議員が離党届を提出したことも新党話に水を差した。
　一方、岡田、松野両氏が合流に当たり、民主党の党名変更と維新の吸収でそれぞれ妥協したことに対し、両党内で不満はなお消えていない。
　岡田氏は「参院選までは責任を持って代表を務める」との意向を示しているが、民主党中堅は「党名を変えるなら代表も代えろという声が地方組織から出てくるだろう」と話す。
　維新側では、「両党が解党した上で新党をつくる形でなければ破談にすべきだ」との意見が出ていたため、党内の理解を得るのは容易ではない。地方議員からは「有権者への裏切りだ」との声が上がる。
　憲法改正や安全保障などをめぐり肌合いの違いがある両党にとって、綱領や基本政策の調整も難題で、政権側は「政策の一致が全く語られていない」（菅義偉官房長官）と攻撃。岡田氏は会見で「公明党と自民党でどこまで政策の合意があるのか。野合と批判されるいわれはない」と語気を強めて反論した。（時事通信2016/02/26-20:08）2016/02/26-20:08
民維合流に期待＝連合会長
　連合の神津里季生会長は２６日、佐賀市で記者会見し、民主、維新両党の合流に関し、「自民党１強政治でいいのかという国民の思いを受け止める受け皿は民主党が中心になってつくっていかなければならない。その経過の中の一つの大きな節目だ」と述べ、政権交代可能な勢力の結集に期待を表明した。
　新党名に関しては、「政権から下野して以降、強い逆風の中にあってもしっかり頑張ってきた（民主党支持者の）人たちの思いをしっかりとつなぐ必要がある」と述べ、民主党の名称変更に消極的な考えを示した。（時事通信2016/02/26-19:39）
民維合流、午後に正式合意へ＝来月結党へ準備加速
　民主党の岡田克也代表と維新の党の松野頼久代表は２６日午後、国会内で会談し、両党合流について正式に合意する。これに先立ち、維新は臨時執行役員会を開き、同党が解散して民主党に吸収される形を取ることを了承。両党は３月中の新党結成を目指し準備を加速させる。
　正式合意を受け、両党は代表と幹事長による新党協議会を設置。その下に、新たな党名や綱領などをそれぞれ決める分科会を置く。新党のトップは岡田氏が引き続き務め、参院選後に速やかに代表選を実施する。
　両党の現有勢力は、衆院で民主７２人、維新２１人の計９３人。ただ、維新の参院議員５人は比例代表選出議員の政党間移動を制限する国会法の規定により加われないため、参院では合流後も民主党だけの５９人にとどまる見通しだ。（時事通信2016/02/26-04:58）2016/02/26-04:58
民主・維新 　２６日に党首会談…来月合流、正式合意へ
毎日新聞2016年2月25日　21時14分（最終更新　2月25日　21時14分）
　民主党の岡田克也代表と維新の党の松野頼久代表は２６日、国会内で会談し、３月に合流することで正式に合意する。これを受け、同日にも「新党協議会」を設け、新党の名前や綱領、規約を検討する。 
　両党は夏の参院選に向け、両党だけでなく、他の野党にも結集を呼びかける方針だ。維新の松野氏は２５日の記者会見で「共産党以外の各政党・会派に声をかけるべきだ」と表明。民主の長妻昭代表代行は同日の会見で、「きなくさい今の自民党政治に歯止めをかけ、多様な価値観を認める社会を打ち出すのが目標だ」と意義を強調した。 
　民主の岡田氏は２５日、東京都内の連合本部で神津里季生（りきお）会長と会談し、３月中の維新との合流や党名変更方針を説明。関係者によると、神津氏はいずれも理解を示した上で、党名変更時は民主支持者への配慮も求めたという。 
　一方、岡田氏ら民主幹部は同日、国会内で両党の合意文書の内容について協議。民主が存続し、維新が解散する合流方法で３月中の新党設立を目指すことなどを盛り込む方針を確認した。維新は同日、地方組織への説明を行い、２６日の執行役員会で了承手続きを終える方針。【松本晃】 
広がり欠く野党結集＝民維と小政党に距離[image: image33.jpg]smEsnn  HRIAHO
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　民主、維新両党は来月結成を目指す新党を核に、さらなる野党再編につなげたい考えだ。維新は、社民、生活、日本を元気にする会に対し秋波を送っている。だが、政策の違いや感情的なしこりから、これらの小政党が民維と一緒になるのは困難な情勢で、野党結集は広がりを欠きそうだ。
　「共産党以外の全ての政党、会派に声を掛けるべきだ」。維新の松野頼久代表は２５日の記者会見で、夏の参院選で「１強」状態の自民党に対抗するため野党勢力の糾合が必要だと力説した。
　維新は、生活、社民両党とは既に５野党の枠組みで選挙協力を進めることで合意。元気とは参院で統一会派を組んでおり、野党結集の働き掛けを強めたい考えだ。
　民維両党は昨年１２月に衆院統一会派を結成した際、合意文書で「幅広い野党勢力の協力・結集を目指し、各党、各会派に呼び掛ける」と明記。民主党の長妻昭代表代行は２５日の会見で「原則としては幅広く結集する」との立場を示した。
　しかし、民維両党と小政党との間の距離は縮まっていないのが実情だ。社民党の又市征治幹事長は会見で「基本的な政策で合意するには相当時間がかかる。参院選前は無理だ」と明言し、合流は困難との認識を示した。
　元気の松田公太代表も会見で「今までの民主党とあまり変わりない状況が続くなら一緒にできない」との考えを示した。元気は安全保障関連法に賛成しており、廃止を唱える民主党などとは明確にスタンスが異なる。
　一方、生活の党の小沢一郎代表は「全野党を糾合し、自民党に代わる受け皿をつくる以外に国民の支持を得るのは不可能」と、合流に前向きな姿勢を示している。ところが、民主党側には、与党時代に消費税増税に反対して党を割った小沢氏への拒否感が強い。関係者によると、岡田克也代表も小沢氏の新党入りに難色を示しているという。
　民主、維新両党間の政策調整ですら難航が予想されており、参加政党が増えれば調整が複雑化するのは必至。民主党は当面、無所属議員への呼び掛けにとどめる考えだ。（時事通信2016/02/25-19:54）
維新・松野代表 民主と合流 他野党にも参加呼びかけへ
NHK　2月25日 16時23分
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維新の党の松野代表は、民主党との合流について、２６日に岡田代表と党首会談を行って正式に合意するという見通しを示したうえで、野党勢力の結集につなげるため、ほかの野党にも幅広く参加を呼びかけていきたいという考えを示しました。
民主党と維新の党の執行部は、夏の参議院選挙に向けて、民主党の党名などを変更したうえで、維新の党の議員が民主党に参加する形で両党が合流する方針を固めています。
　これについて、維新の党の松野代表は記者会見で、「３月中に、全く新しい党ができあがる運びになった。民主党との合意は、あすになろうと思うが、これに合わせて執行役員会を開いて、しっかり機関決定したい」と述べ、２６日に岡田代表と党首会談を行って、正式に合意するという見通しを示しました。
　そのうえで、松野氏は「岡田氏と相談して、どこまでの範囲で声をかけるか、決めていきたい。野党の政党の数は、あまり多くないほうがいいと思っている」と述べ、野党勢力の結集につなげるため、ほかの野党にも幅広く参加を呼びかけていきたいという考えを示しました。
　また、松野氏は新しい党名をどうするかについて、「われわれとしては、『民主』という文言が入らない党名を求めており、ここは譲れない線だ。思い入れで議論するのではなく、客観的に国民に聞くのがいちばん早いのではないか」と述べ、世論調査などに基づいて判断すべきだという考えを示しました。 
民主・維新合流２６日にも正式合意…生活も検討

読売新聞　2016年02月25日 03時00分

　民主、維新両党は、維新の党内手続きが終わる２６日にも党首会談を開き、３月に合流することで正式に合意する。

　両党はその後、速やかに「新党準備協議会（仮称）」を設置、新党名や綱領などの検討に着手する予定だ。他の野党や無所属議員にも同時参加を呼びかけ、自民党に対抗する野党勢力の結集を図る。生活の党は参加を前向きに検討する方向だ。

　民主党の岡田代表は２４日の臨時常任幹事会で、維新との合流について、大半の民主党議員が一度離党し、解党した維新議員の移籍に合わせて新名称となった民主党に再入党する――との合流案を説明した。

　新党名は「略称『民主』になる案と、『民主』を含まない案の二つに絞った上で、客観的に決めたい」と述べた。世論調査などを活用したい考えだ。出席者から党名変更への反対意見が出たため、異例の挙手採決で了承を取り付けた。

民主、維新両党の歩み
１９９６・　９　民主党結成
　　９８・　４　民政党、新党友愛などが民主党に合流
２００３・　９　自由党が民主党に合流
　　０７・　７　参院選で与野党逆転
　　０９・　８　衆院選で民主党が第１党に
　　　　　　９　民主、社民、国民新３党連立の鳩山由紀夫内閣発足
　　１０・　４　橋下徹氏ら大阪維新の会結成
　　　　　　５　社民党が連立離脱
　　　　　　６　菅直人内閣発足
　　　　　　７　参院選で与党が過半数割れ
　　１１・　３　東日本大震災発生
　　　　　　９　野田佳彦内閣発足
　　１２・　６　民主、自民、公明３党が消費税増税で合意
　　　　　　７　小沢一郎氏らが民主離党
　　　　　　９　日本維新の会結成
　　　　　１１　太陽の党が維新に合流
　　　　　１２　民主党が衆院選で大敗し下野
　　１４・　８　維新から分党した次世代の党結成
　　　　　　９　維新と結いの党が維新の党結成
　　１５・　８　橋下氏が維新離党し、新党結成の意向表明
　　　　　　９　安全保障関連法成立
　　　　　１０　維新執行部が大阪系議員を除名、分裂
　　　　　１１　橋下氏らおおさか維新の会結成
　　　　　１２　民主、維新が統一会派結成で合意。衆院で先行結成
　　１６・　１　維新が日本を元気にする会と参院で統一会派
　　　　　　２　民主と維新が合流で合意
（時事通信2016/02/26-15:58）
民・維、来月の合流合意　衆参１５０人規模

東京新聞　2016年2月27日 朝刊 
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　民主党の岡田克也、維新の党の松野頼久両代表は二十六日、国会内で会談し、三月中に両党の合流を目指すことなどを記した確認文書に署名し、合流に正式に合意した。衆参両院で計百五十人規模になる。岡田氏は会談後の記者会見で、参院選後に代表選を行うまで当面は代表を続ける方針を表明。幅広い野党の再結集に意欲を見せた上で「今回が最後。国民の声にしっかり応えられる『新党』を目指す」と語った。　（古田哲也）

　確認文書では、合流は一九九八年に旧民主党に他党が合流して現在の民主党に移行した時と同じ手法を採ることを明記。民主を存続政党とし、維新側が解党して民主に入党する一方、民主側も一部を残して大半の議員がいったん離党後に再入党することで「新党」をうたう。

　新たな党名を、世論調査を念頭に置いた「客観的手法」で決めることや、合流の準備手続きを進めるため両党の代表、幹事長でつくる「新党協議会」の設置なども盛り込んだ。協議会は来週、初会合を開く。

　協議会の下には党名、綱領を専門的に調整する二つの検討チームも置く。党名チームには民主から赤松広隆前衆院副議長ら、維新から江田憲司前代表ら、綱領チームには民主の細野豪志、維新の小野次郎両政調会長らがメンバーに入る。

　岡田氏は共産、社民、生活の三党も含めた五党が安全保障関連法廃止や国政選挙での協力などで合意したことを踏まえ「五党合意と民主・維新の『新党』の二つを車の両輪に、安倍政治と対峙（たいじ）していきたい」と強調した。

　民主党政権時代に消費税率引き上げなどをめぐって分裂を繰り返した反省から「二度と繰り返してはならない。次に離党するなら議員辞職するぐらいの覚悟がないと『新党』に結集できない」と述べた。

　松野氏は会談後の記者会見で「衆参合わせて百五十人超の『新党』ができる。これからがスタートで、反転攻勢の第一歩だ。徹底した行革政党にしたい」と述べた。

産経新聞　2016.2.26 00:25更新 
【民維合流】２６日午後、党首会談、正式に合流合意　党名「民主」残す案有力　連合会長も要求
　民主党の岡田克也、維新の党の松野頼久両代表は２６日午後に会談し、両党の合流に正式に合意する文書を取り交わす。文書には民主党が維新を吸収する形で３月中の新党結成を目指すことや、夏の参院選後の代表選実施、党名や綱領の変更を検討する「新党協議会」の新設などを盛り込む。結党大会は３月２０日ごろを軸に調整しており、党名は最終的に「民主」を残すことが有力視されている。
　岡田氏は２５日、民主党最大の支持団体、連合の神津里季生会長と都内の連合本部で会談し、合流方針について説明した。神津氏は合流に理解を示した上で、略称が「民主」となる名称を採用するよう求めた。
　両党は「民主」を含む党名か、含まない党名かを世論調査などを基に決める。「民主」を外した場合、夏の参院選までの浸透不足で「民主党」と書かれた票が無効票や自由民主党、社会民主党として扱われる可能性があり、改選を迎える参院比例選出議員を中心に反発が出ている。
　松野氏は２５日夜、横浜市内で神奈川県内の地方議員に合流方針を説明した。出席者からは「民主党も解党するべきだ」「地方議員の合流時期は参院選後にずらしてほしい」といった意見が続出。松野氏は「２６日の合意が最終ではない」と述べ、今後の協議の内容次第では「破談もあり得る」と理解を求めた。
　維新は２６日午前の臨時執行役員会で党内手続きを終える予定。民主党は２９日に全国幹事長会議を開き、地方組織に合流を説明する。
　松野氏は２５日の記者会見で「政党数は多くない方がいい」と述べ、幅広い野党勢力の結集に意欲を示した。岡田氏も同じ意向だが、社民党の又市征治幹事長は記者会見で「党内論議をしている余裕は今はない」と語り、当面は参加しない考えを示した。
連合会長、民・維合流に理解＝岡田氏と会談
　民主党の岡田克也代表は２５日、東京都内の連合本部で神津里季生会長と会談し、維新の党を吸収する形で３月中に合流し、党名も変更する方針について説明した。関係者によると、神津氏はこれに理解を示したという。　
　連合は民主党の最大の支持母体。岡田氏は会談で、民主・維新による新党を核に政権交代を目指す意欲を伝えるとともに、夏の参院選に向け、引き続き支援を要請した。（時事通信2016/02/25-12:48）
連合会長 民主と維新の合流に理解示す
NHK　2月25日 12時14分
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民主党の岡田代表は連合の神津会長と会談し、民主党の党名などを変更したうえで、来月、維新の党と合流する方針を説明して理解を求めたのに対し、神津会長は会談のあと「自民党に対抗する受け皿を作るための大きな節目だ」と述べ、両党の合流に理解を示しました。
民主党と維新の党の執行部は、夏の参議院選挙に向けて、民主党の党名などを変更したうえで、維新の党の議員が民主党に参加する形で両党が来月に合流する方針を固め、岡田代表と松野代表が２６日党首会談を行って正式に合意する見通しです。
　こうしたなか、民主党の岡田代表は２５日、党の最大の支持団体である連合の神津会長と東京都内で会談し、岡田代表は、参議院選挙で自民・公明両党に対抗するため、両党の結集を図りたいとして理解を求めました。
　神津会長は、会談のあと記者団に対し「自民党だけが強い政治で、本当にいいのかという疑問が、国民の中にも相当あると思う。一方の受け皿をどうやってしっかりさせるのかというなかで、民主党が中心になって組み立てている過程の中の大きな節目だ」と述べ、両党の合流に理解を示しました。
　また、神津会長は、新しい党名をどうするかについて「民主党が政権を下野して以降、逆風の中で必死に頑張ってきた方々の思いを、しっかりとどう引き継いでいくのかということが基本だ」と述べました。 
安倍首相「理念と政策問われる」＝民維合流
　安倍晋三首相は２６日の衆院総務委員会で、民主党と維新の党が３月の合流で正式合意したことについて、「（党の）名前とかではなくて、しっかりした理念と政策を持っているか、それを信頼に応えて実行していくかが問われる」と述べ、新党の行方を注視していく考えを示した。おおさか維新の会の足立康史氏が合流を「野合」と批判したのに答えた。　（時事通信2016/02/26-16:08）2016/02/26-16:08
「民維合併、烏合の衆の党ができ上がる」　自民・山東氏
朝日新聞デジタル　2016年2月25日17時36分
■山東昭子・元参院副議長
　いま（衆院選挙制度の）定数削減の論議がなされているけれども、大切なことは、数よりも国家国民にとって、きちんと仕事のできる人物を選び出すことだろうと思う。そうしたなかで、明日にも民主党と維新の党が合併するとの話があるけれども、いろんな政党をつくり、壊した人たちが集まるということ、不可解千万でして、やはり基本的な論理と言うか、そういう信念を持たない人たちの烏合（うごう）の衆の政党ができ上がると、ちょっと危惧している。（山東派の会合のあいさつで）
産経新聞　2016.2.25 16:55更新 
【民維合流】自民・稲田政調会長「復縁して一体何やりたいのか」
　自民党の稲田朋美政調会長は２５日の記者会見で、民主党が維新の党を吸収合併する形で３月中の新党結成を目指していることについて、「維新の党の松野頼久代表も、かつて民主党を離党するときに除名された。また元の党に復縁して一体何をするのか。（民主党は）除名した人と、復縁をして一体何がやりたいのか」と批判した。
　その上で、「しっかりと国民に説明することが必要だ。それをやらないとさらに政治に対する不信が高まる」と指摘した。
産経新聞　2016.2.24 17:46更新 
【民維合流へ】「新鮮味がない」　公明・石田政調会長がダメ出し　野党共闘には警戒感

衆院予算委で質問する石田祝稔氏（公明）
　公明党の石田祝稔政調会長は２４日の記者会見で、民主党が維新の党を吸収合併する形で３月中の新党結成を目指している現状について「合流というべきか、元のさやに戻るというか。（民主党から維新に入党した議員が）元に戻るという意味では、あまり新鮮味がない」とダメ出しした。
　民主、維新両党の動きに加え、夏の参院選をにらんで共産党が改選１人区での候補取り下げを発表したことに関し、「野党がまとまるという流れが出てきているのは間違いない。われわれとしては気を引き締めて臨まなければならない」と警戒感を示した。
　参院選での自公両党の選挙協力については「お互い気持ち良くやれる環境をつくっていかなくてはいけない」と述べるにとどめた。
産経新聞　2016.2.24 22:50更新 
【民維合流へ】民主、党名変える合流案了承　２６日にも維新と正式合意、岡田氏「互いに譲り難いところを譲りながら…」
　民主党は２４日、国会内で臨時の役員会と常任幹事会を開き、維新の党を吸収合併する形で３月中に新党を結成する合流案について賛成多数で了承した。維新も同日の両院議員懇談会で合流案を協議した。新党の代表は当面、民主党の岡田克也代表が務める見通しだが、両党で早期の代表選実施を求める意見が出た。
　民主党では党名変更に反対した役員が辞表を提出するなど混乱が続いた。維新は地方議員の意見を聞いた上で２６日までに党内手続きを終える予定。両党は同日にも党首会談を行い正式合意したい考えで、統一会派を組む無所属議員らにも参加を打診する。
　岡田氏は常任幹事会で「安倍晋三政権の暴走を食い止めるため、互いに譲り難いところを譲りながらやっていかないといけない」と述べ、党名や綱領の変更に理解を求めた。岡田氏はその後の講演で新党名について「民主党のままとは考えていない」と明言した。
　多数決で合流案を了承した常任幹事会では「党名変更は反対」「代表選もやるべきだ」との意見も出た。党名変更に反対した寺田学衆院議員は２４日、広報委員長の辞任届を提出した。
　一方、維新の松野頼久代表は両院議員懇談会で「作業に一定の時間がかかる」と述べ、代表選を夏の参院選後に先送りする考えを示した。合流案については賛成意見が大半だったが、民主党主導で進むことへの懸念から、複数の議員が賛否の表明を控えた。
産経新聞　2016.2.25 07:42更新 
【民維合流へ】合意舞台裏　党名に「民主」残る余地　妥協案が膠着打開
　一時は決裂もささやかれた民主党と維新の党の合流協議は急転直下、岡田克也、松野頼久両代表が２２日夜の会談で合意したことを受けて、３月中の新党結成を目指して一気に動き出した。双方の思惑が平行線をたどる中で決め手となったのは、民主党の党名変更を決断するための妥協案だった。
事態打開の妙案
　今月中旬、合流協議が一向に進まないことに、民主、維新両党の執行部は焦りを募らせていた。協議入りした合流が破談すれば、かえってマイナスイメージが強まり、岡田、松野両代表の責任問題にも発展しかねなかった。事態を打開したのは維新の今井雅人幹事長らの提案だった。
　「党名を変えてくれないと維新がまとまらない。第三者に意見を聞いてまとめたらどうか」
　合流した新党名に「民主」を入れるか、あるいは「民主」を外した全く新しい党名にするかどうかを、世論調査や投票などの客観的な方法で決めるというものだった。選考の結果、新党名に「民主」が入る余地も残され、交渉を前に進めたい岡田氏にとっても受け入れ可能な妙案だった。
　そして、解党新党へのこだわりを見せていた維新の参院議員も次第に軟化していった。これによって止まっていた両党の合流の歯車は動き始めた。
信頼関係の醸成
　民主、維新両党の合流に期待が高まったのは１月３０日にさかのぼる。民主党が都内で開いた党大会のあいさつで、岡田氏は「新党結成も選択肢として排除されていない」と述べた。民主、維新両党は昨年１２月の統一会派結成時から新党結成を視野に入れていたが、具体化の兆しはなかった。
　岡田氏の発言を聞いた出席者の多くは「新党に消極的」と解釈した。だが、来賓として出席し、目の前で岡田氏の発言を聞いた維新の松野氏の受け止めは違った。「非常に秘めた覚悟が伝わってきた。党大会を終えて２人で話し合いたい」と記者団に述べた。岡田氏の発言に新党の実現可能性を見いだしたからだ。
　岡田、松野両氏は党大会２日後の２月１日、さっそく非公式の会談に臨んだ。両氏の会談は２２日までに少なくとも６回に及び、その中で信頼関係を醸成していった。
民主難色で平行線
　だが、合流協議の当初は平行線が続いた。維新は両党が解党した上での新党結成を要求。一方、民主党は支部の解散などの煩雑な手続きが必要な解党に慎重だった。
　そもそも国会議員１３１人を擁する民主党には、議員２６人の維新との合流のために解党することは筋が通らないとの声が多かった。しかも、維新の代表、幹事長、国対委員長ら幹部の大半は元民主党で、出戻った形の合流が実現したとしてもインパクトは弱い。
　党名を変更するにしても、２０年にわたり「民主党」の名で活動してきたことに愛着を持つ民主党議員には受け入れがたかった。協議が進展しない中、劣勢に立つ松野氏への維新内の圧力は高まるばかりだった。
維新内も強硬論
　民主党は維新を吸収合併する形なら、新党を容認する構えだったが、維新にはのめない話だった。この方式では、国会法の規定で旧みんなの党の比例代表で当選した維新の参院議員５人全員が新党に加われないからだ。党内では早期決着か決裂かの二者択一を迫る声が強まった。
　柴田巧参院議員は２月３日の両院議員懇談会で、松野氏に「１週間以内に解党新党のめどが立たなければ、参院選を独自で戦う決断をしてくれ」と迫った。これに対し、松野氏は４日の記者会見で「２週間程度でどういう新党の形になるかの骨格を固めたい」と理解を求めた。その後も合流が実現しなかった場合の統一会派解消に言及し、民主党を牽制（けんせい）した。
重鎮の助言
　合流をめぐる調整は平行線をたどっていたが、水面下では党名変更などによる打開策が模索されていた。
　「こういうものはパッパッパと決めていかなければいけない」
　その最中の１６日、参院議員会館で岡田氏の訪問を受けた輿石東参院副議長は、維新の吸収合併という形での新党結成や党名変更に理解を求める岡田氏にこう述べ、背中を押した。岡田氏が意を決した瞬間だった。
　民主、維新の両党内の事情に配慮してできあがった合意案。実現したとしてもその効果が疑問視される中、正式合意に向けて最終調整が行われている。
民維合流 きょう合意へ 野党再編は見通せず
NHK　2月26日 5時03分
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民主党と維新の党は２６日に岡田代表と松野代表が党首会談を行い、来月両党が合流することで正式に合意する運びです。両党は今後、ほかの野党や無所属の議員にも参加を呼びかける方針ですが、野党内には温度差も見られ、参議院選挙前に再編がどこまで進むかは見通せない状況です。
民主党と維新の党の執行部は、夏の参議院選挙に向けて、民主党の党名などを変更したうえで維新の党の議員が民主党に参加する形で合流する方針で、民主党が２４日に了承したのに続いて、維新の党は２６日、臨時の執行役員会を開き正式決定する予定です。
　その後、岡田代表と松野代表が党首会談を行って、来月両党が合流することで正式に合意する運びです。
岡田、松野両氏は、実務的な協議を行う「新党協議会」の立ち上げや、参議院選挙のあとに代表選挙を実施することなど、７つの項目で合意する見通しで、両党は、新しい党名や綱領の検討など準備を本格化させることにしています。
　合意を受けて両党は、野党勢力の幅広い結集につなげるため、ほかの野党や無所属の議員にも参加を呼びかける方針で、民主党の参議院の会派に所属している無所属の水野賢一参議院議員は参加に前向きな考えを示しています。
　また、参議院で維新の党と統一会派を組む「日本を元気にする会」は、２６日に役員会を開き協議することにしています。
　一方、社民党は、又市幹事長が、基本理念や綱領などでの合意が必要で参議院選挙の前の判断は難しいという考えを示すなど、野党内には温度差も見られ、参議院選挙前に再編がどこまで進むかは見通せない状況です。 
朝日新聞デジタル　2016年2月25日木曜日

社説　民・維合流へ　「反安倍」超える価値を 

　夏の参院選をにらみ、足踏みしていた野党側の態勢づくりに動きが出てきた。
　民主、維新の両党が、３月中に合流することで大筋合意した。また、共産党は参院選での野党候補一本化に向け、改選数１の選挙区で独自候補を取り下げる方針を決めた。
　自民、公明の与党に対抗し、安倍政権への批判票の受け皿になるのが狙いだ。
　民主と維新の合流は、対等合併か吸収合併かといった手続きをめぐる対立が解けず、一時は参院選後に先送りされる観測も出ていた。ただ、そうなっては野党共闘は核がないまま失速するのは明らかだった。
　民主・岡田、維新・松野の両代表にしてみれば、党名変更や民主への事実上の吸収合併の受け入れは、自公を利するのを避けるためのぎりぎりの決断だったのだろう。
　民主、維新の合流と共産党の新たな方針で、野党共闘には弾みがつくかもしれない。だが、その道のりがなお険しいのは間違いない。
　民、維、共に生活、社民を加えた５党は、安保関連法の廃止と集団的自衛権の行使を認めた閣議決定の撤回、そして安倍政権の打倒を掲げて国会や国政選挙での協力を約束している。
　憲法がうたう平和主義や表現の自由などをめぐる安倍政権の危うい姿勢。これに対する反発が、基本政策が異なる５党を結びつけたといっていい。「立憲主義を守れ」という有権者の期待に応える道である。
　ただし、衆院で１００人近い勢力となる民・維の「新党」は、「反安倍」の一点にとどまっているわけにはいかない。
　民主党には異論があるだろうが、安倍首相は政権に返り咲いてから、経済再生の取り組みに一定の評価を得てきた。また、安保関連法成立後は、「同一労働同一賃金」など民主党のお株を奪うような政策を打ち出している。
　少子高齢化や財政難といった厳しい条件を考えると、取りうる政策の幅はそう広くない。そのなかで、安倍政権への政策的な対立軸を打ち出すのは容易ではない。
　それでも、これからの日本がめざすべき社会の姿や共有すべき価値観は何なのか。はっきりと国民に示せなければ、政権交代の選択肢にはなり得ない。
　岡田代表が先の党大会で強調した「多様な価値観」や「共生」が、キーワードになるのだろう。具体的な理念や政策のなかで、これをどれだけ説得力を持って語れるかが問われる。

社説　民主・維新合流　「野合」批判をどうはね返すか

読売新聞　2016年02月27日 03時06分

　政党の規模が大きくなっても、国民の支持拡大につながるかどうかは不透明である。

　民主党と維新の党が３月中に合流し、「新党結成」を目指すことで合意した。維新が解党し、民主党が実質的に吸収合併する。党名や綱領の変更も検討するという。

　民主党の岡田代表は記者会見で「必ず政権交代の受け皿になる」と訴えた。維新の党の松野代表も「終わりではなく、これからスタートだ」と強調した。

　衆院議員は９３人となる。参院は維新の５人が、民主党の５９人と統一会派を組む方向だ。みんなの党時代に比例選で当選した５人は、原則として他党に移れない。

　夏に参院選を控えて、「１強」の自民党に対抗する態勢を築くため、野党が勢力の結集を図ろうとする事情は理解できる。

　だが、維新の衆院議員２１人のうち、松野氏や今井幹事長ら１０人は民主党出身で、新味を欠く。

　松野氏は、消費税率引き上げに反対し、民主党を離党した。民主党の「労組依存」体質なども批判してきた。なぜ“復党”するのか、説明責任が求められる。

　合流手続きは変則的だ。民主党議員が１人を除いて離党し、党名などの変更後に維新議員と共に入党する。「新党」に固執する維新のメンツに配慮した結果だ。

　おおさか維新の会との分裂後、維新の支持率は、読売新聞社の世論調査で０％が続いている。比例選出の衆院議員が１７人に上り、選挙基盤が弱い議員が多い。「新党」は維新の生き残り策でもある。

　民主党にとっても、政権党時代の数々の失政で傷ついた党のイメージを刷新し、低迷する党勢の回復につなげたい思惑がある。

　与党からは、「選挙互助会」などとEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(やゆ),揶揄)されている。党名を変更した程度で、国民の不信が和らぐといった甘い考えは持つべきではあるまい。肝心なのは、基本政策を一致させることだ。

　民主、維新両党には依然、憲法改正、安全保障、公務員制度改革、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）などを巡って温度差がある。きちんと政策をすり合わせなければ、「野合」との批判を免れない。

　疑問なのは、両党が先週、共産党など他の野党３党と共同で安保関連法の廃止法案を国会に提出したことだ。５党が選挙協力を協議することでも一致している。

　民主党では、共産党との連携に反発した鈴木貴子衆院議員が離党届を提出した。共産党との協力は「保守離れ」のリスクを伴う。

産経新聞　2016.2.24 17:32更新 
「なぜ中国や北朝鮮を代弁するのか？」　安保法廃止法案提出の野党５党を批判　日本のこころの中野正志幹事長
　歯に衣（きぬ）着せぬ発言で知られる「日本のこころを大切にする党」の中野正志幹事長が２４日の記者会見で、安全保障関連法の廃止法案を提出した民主、共産、維新、社民、生活の野党５党を批判した。「中国が南シナ海を軍事基地化し、北朝鮮がミサイル発射という形の悪行をしでかした後になぜ廃棄法案が出されるのか」と強調。「なぜ（５党は）中国や北朝鮮の代弁をしなければいけないのか。喜ぶのはどこの国なのか」とも続けた。
　中野氏は特に民主党について「中国や北朝鮮にもっともっと厳しいことを与党などとともに言わなければならないのが野党第一党だ。残念無念。『どこの国の人なの？』とあえて言いたい」と語気を強めた。
　また、民主党と維新の党が目指す新党結成に関しては「果たして民主党にメリットがあるのだろうか。どうせ（維新の国会議員の多くはもともと）民主党にいた人たちなんだから変わるわけねぇんだよ」と突き放した。
豪、潜水艦１２隻調達＝年内に発注先選定－国防白書
　【シドニー時事】オーストラリア政府は２５日、国防白書を発表し、次期潜水艦を１２隻調達する方針を表明した。建造費と長期間の保守費を合わせた潜水艦計画の総予算は５００億豪ドル（約４兆円）超を見込み、「豪史上最大の武器調達計画」となる。
　潜水艦建造をめぐっては、日本、ドイツ、フランスが受注を競っている。豪政府は白書で、年内に共同開発相手を選ぶ方針を改めて示した。２０３０年代初め以降に、老朽化が進む現行のコリンズ級潜水艦と入れ替える形で新潜水艦を順次投入する。　
　豪政府はこれまで、次期潜水艦を８～１２隻調達すると説明してきた。南シナ海情勢の緊迫化などをにらみ、想定した中で最大となる１２隻の建造を決めた。
　白書では、国防予算を今後１０年間で２９９億豪ドル増額することや、国防軍の４８００人増員も盛り込んだ。ターンブル首相は記者会見で、「強い豪州は国内や地域、世界の安全強化につながる」と軍拡の必要性を力説した。（時事通信2016/02/25-10:35）2016/02/25-10:35
豪、潜水艦を１２隻建造＝国防白書で方針表明へ
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オーストラリア海軍のコリンズ級潜水艦＝２０１５年３月、豪西部ロッキンガム沖で撮影、豪海軍提供（ＡＦＰ＝時事）
　【シドニー時事】オーストラリアのターンブル首相は２５日にも発表する国防白書で、次期潜水艦を１２隻建造する方針を明らかにする見通しだ。現地メディアが２４日報じた。政府はこれまで、建造数は「少なくとも８隻」と述べるにとどめ、詳細な調達計画は国防白書に盛り込むと説明してきた。
　豪海軍は現在、コリンズ級潜水艦を６隻保有する。老朽化が進んでおり、一部は２０２０年代に退役期限を迎える。政府は次期潜水艦の共同開発相手を年内に選ぶ考えで、日本、ドイツ、フランスが受注を競う。いずれが選ばれた場合でも、世論を踏まえ、海外でなく豪南部で現地建造される可能性が高まっている。　
　国防白書の公表は１３年以来。ターンブル首相は新白書で、国防軍を５０００人増員し、６万３０００人規模に強化する方針も示す見込み。軍備増強には、海洋進出を強硬に進める中国に対抗する狙いもあるとみられている。（時事通信2016/02/24-09:12）2016/02/24-09:12
統幕権限の拡大検討＝作戦計画立案で防衛省
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　他国による武力攻撃などを想定した作戦計画立案に当たり、防衛省が防衛官僚（背広組）中心の内部部局（内局）から、自衛官（制服組）中心の統合幕僚監部（統幕）への権限移譲に向け、検討を進めていることが分かった。同省関係者が２４日、明らかにした。
　昨年６月に成立した改正防衛省設置法により、自衛官に対する防衛官僚の優位が改められ、統幕、陸海空の各幕僚監部も直接、防衛相を補佐することが可能になった。統幕への権限移譲はこうした流れを受けたものだが、「制服組の影響力が強まりかねない」との懸念も出そうだ。
　防衛省は、外部からの侵略や治安維持上の重大事態が発生した場合に備え、自衛隊の対処構想を定めた「統合防衛及び警備基本計画」について、必要に応じ見直している。特定秘密のため内容は明らかにされていないが、次の見直しでは、安全保障関連法や再改定された日米防衛協力の指針（ガイドライン）も反映されるという。　
　関係者によると、これまで「基本計画」の立案に当たっては、（1）内局の運用企画局が計画の指針となる「大臣指示」を策定（2）指示に基づき統幕が具体的な計画案を作成（3）運用企画局が防衛相に承認を申請－の手続きを取っていた。
　ただ、改正法を受け、内局で自衛隊の部隊行動を担当していた運用企画局は廃止され、統幕に機能が集約された。これを踏まえ、基本計画の立案についても、従来、内局が担当していた（1）や（3）の手続きを統幕に移譲すべきだとの意見が浮上。省内調整は現在も続けられており、折衷案として、（3）の大臣承認申請を内局、統幕が合同で行うことも検討されている。
　自衛隊幹部は、統幕の権限拡大について、「統幕には多数の背広組も所属している。最終的には大臣の決定事項であり、文民統制には全く影響がない」と説明している。（時事通信2016/02/24-19:45）
統幕長「権限よこせ、ではない」　制服組の移譲要求で

共同通信　2016/2/25 19:25

　防衛省　防衛省制服組トップの河野克俊統合幕僚長は25日の記者会見で、自衛隊最高レベルの作戦計画策定をめぐり、統合幕僚監部が内部部局（内局）に権限の大幅移譲を要求していることに関し「事務整理の問題で、権限をよこせという話とは捉えていない」と述べた。

　昨年の省改革に伴い、作戦計画策定に関わってきた内局運用企画局が廃止された。河野氏は「運用企画局が従来やっていたことを誰かがやらないといけない。その切り分けを内局でするのか、統幕でするのかという話だ」とした上で「最終的に何がベストかという落としどころ見つけて、結論を出す」と話した。

防衛相、国産ステルス試作機視察　「開発順調と確認」強調　
共同通信　2016/2/24 11:05
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　地上滑走試験を行う試作機「先進技術実証機」（手前）＝24日午前、愛知県営名古屋空港（代表撮影）　中谷元・防衛相は24日、愛知県を訪れ、国産初となるステルス戦闘機開発に向け、防衛省の発注により三菱重工業などが製造する試作機「先進技術実証機」を地上で滑走させる試験を視察した。中谷氏は「（開発が）順調に進展していることを確認した」と強調した。

　試験は愛知県営名古屋空港（豊山町）で実施。時速約100キロで走行させて機体の性能を調査し、初飛行に向けた開発状況を確認した。中谷氏は記者団に「将来のわが国の戦闘機開発や航空機産業全体の技術革新、他分野への応用に大変期待が持てる」と語った。

産経新聞　2016.2.25 15:00更新 
【外交・安保取材の現場から】　韓国に配備検討の米ＴＨＡＡＤ（高高度防衛ミサイル）は日本でも有効なのか？
　北朝鮮が事実上の長距離弾道ミサイル発射を強行したことを契機に、ミサイル防衛体制の強化に向けた議論が活発化している。特に、米国から最新鋭の地上配備型迎撃システム「高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）」を導入するか否かが焦点になっている。
　現在の日本の弾道ミサイル防衛は「２段階防衛」を基本としている。ミサイル発射後、上層の大気圏外で撃ち落とすのは海上配備型迎撃ミサイル（ＳＭ３）を搭載した海上自衛隊のイージス艦が担う。撃ち漏らした場合は、航空自衛隊の地対空誘導弾パトリオット（ＰＡＣ３）が大気圏内で迎撃する。
　もしＴＨＡＡＤが日本に配備されれば、ＳＭ３とＰＡＣ３の中間段階の迎撃手段として位置づけられ、日本のミサイル迎撃は「３段階防衛」に多層化する見通しだ。
　ＴＨＡＡＤは、ミサイル発射装置のほか「ＴＰＹ２」と呼ばれる車載式の早期警戒Ｘバンドレーダーなどで構成され、大気圏内に再突入する弾道ミサイルをＰＡＣ３よりも高い高度で撃ち落とすことができる。ＰＡＣ３の迎撃高度が２０キロ程度なのに対し、ＴＨＡＡＤの迎撃高度は最高１５０キロとされる。より上空での迎撃が可能なため、弾頭に核や化学兵器を搭載したミサイルを破壊した場合も、地上への影響が少ないという利点もある。
　米軍がグアムに実戦配備しているほか、現在は韓国国内への配備に向け韓米の交渉が進んでいる。日本へのＴＨＡＡＤ配備をめぐっては、中谷元防衛相が昨年１１月に導入検討に言及。菅義偉官房長官は今月８日の記者会見で「現段階で具体的な計画はない」としながらも「国民を守るため、米国の先進的な取り組みや装備品を研究しつつ検討を加速したい」と配備について含みを持たせた。
　政府は今後、ＴＨＡＡＤ配備の本格的な検討に入るとみられるが、防衛省内ではＴＨＡＡＤの実効性を疑問視する声があがっている。
　北朝鮮はすでに、日本を射程に入れるノドンやスカッドなどの弾道ミサイルを数百発保有している。射程１５００キロのスカッドミサイルだけで、２００～３００基の実戦配備を終えているとされる。
　ある幹部自衛官は「北朝鮮が本気で日本を攻撃するなら、同時に多数のミサイルを発射する可能性が高い。そうなれば、ＴＨＡＡＤを導入しても全てを防ぎきることは難しい。逆に、１発もしくは数発の弾道ミサイルを防ぐためなら現在の２段階態勢で足りる。『帯に短し、たすきに長し』だ」と指摘する。別の防衛省幹部は「ＴＨＡＡＤは導入に必要な経費も１基あたり１千億円以上と高額だ。とても割に合わない」と断じる。
　北朝鮮は現在も弾道ミサイル開発を着々と進めており、今後も性能・数ともに伸長していくことは確実だ。これまでの延長線上の安全保障政策では、脅威を取り除くのは難しいのが実情といえる。
　幹部自衛官は「ＴＨＡＡＤよりも、巡航ミサイルを軸とする敵基地攻撃能力を整備する方が効果的だ」と指摘する。日本は戦力不保持をうたう憲法９条の存在から「専守防衛にはふさわしくない」と、敵基地攻撃を可能とする装備の保有を見送ってきた。しかし、「他に手段がない」場合は自衛の範囲内とし、その能力の保有は合憲との立場をとっている。防衛省幹部は「巡航ミサイルの配備実現には時間がかかるだろうが、検討を始めるだけでも抑止力につながる」とみている。
（政治部　石鍋圭）
防衛装備品の移転協定 フィリピンと締結へ
NHK　2月26日 4時17分
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政府は来週にも、フィリピンとの間で防衛装備品の移転や技術協力を促進する協定を締結することにしていて、南シナ海の領有権を巡って中国と対立するフィリピンとの連携を強化することで中国をけん制するねらいもあるものとみられます。
防衛装備品の移転や技術協力を促進するための協定の締結を巡って、日本とフィリピンの両政府は、去年１１月の首脳会談での大筋合意を受けて、事務レベルで調整を進めてきました。
　その結果、来週早々にも、情報の保全のため第三国への装備品や技術の移転を規制することなどを盛り込んだ協定を締結することになりました。
　こうした協定はアメリカやオーストラリアなどとは結んでいますが、ＡＳＥＡＮ＝東南アジア諸国連合の加盟国では初めてとなります。
　フィリピンは、南シナ海での警戒監視活動にも活用できるよう、海上自衛隊の練習機の導入に関心を示しており、今後、この協定を踏まえて調整が進められることになります。
　フィリピンは南シナ海の領有権を巡って中国と対立しており、政府としては、フィリピンとの連携を強化することで中国をけん制するねらいもあるものとみられます。 
国家安全保障局長が訪米へ 北朝鮮や南シナ海など協議
NHK　2月25日 4時21分
政府の国家安全保障局の谷内局長は、今月末からアメリカを訪問し、政府高官と会談する方向で調整に入り、核実験を行った北朝鮮や、南シナ海の南沙諸島などの軍事拠点化を進める動きをみせる中国への対応などについて意見を交わすものとみられます。
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政府の国家安全保障局の谷内局長は、今月２９日から来月２日頃までの予定でアメリカのワシントンを訪問し、安全保障政策を担当するライス大統領補佐官らと会談する方向で調整に入りました。
　一連の会談で、谷内氏は、北朝鮮による核実験や事実上の長距離弾道ミサイルの発射を受けた、日本独自の制裁措置を説明するとともに、国連の安全保障理事会の制裁決議の内容などについて意見を交わすことにしています。
　また、中国が、南シナ海の南沙諸島、英語名・スプラトリー諸島や、西沙諸島、英語名・パラセル諸島でレーダー施設の建設や地対空ミサイル部隊を展開するなど、軍事拠点化を進める動きをみせていることを踏まえ、今後の対応などを協議するものとみられます。
　さらに谷内局長は、安倍総理大臣が、ことし５月の伊勢志摩サミットに先立ち、ドイツなどヨーロッパ各国を歴訪するのに合わせて、ロシアを非公式に訪問する方向で調整を進めていることに、アメリカ政府から慎重な対応を求める意見が出ていることを踏まえ、北方領土問題の解決を目指す日本の立場などを説明し、理解を求めることにしています。 
しんぶん赤旗　2016年2月27日(土)

根本に小選挙区の矛盾　衆院選挙制度「改革」　小池氏が会見
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（写真）記者会見する小池晃副委員長＝26日、国会内


　日本共産党の小池晃政策委員長は２６日、国会内の会見で、衆院選挙制度「改革」をめぐって、衆院選挙制度調査会が答申したアダムズ方式や国勢調査に基づく小選挙区の増減調整で議論が紛糾していることについて、「国勢調査のたびにこういう議論がでてくること自体が小選挙区制の矛盾を示すものだ」と述べました。

　小池氏は、「アダムズ方式であれ何であれ小選挙区制を維持したままだと人口変動によって、定数、区割りまで毎回選挙で見直さなければならない」と指摘。「小選挙区制の害悪がはっきりみえた」と述べた上で、「選挙制度の根本問題を解決するためには、小選挙区制を廃止して、比例代表中心に変えていくことだ｣と語りました｡

　答申に盛り込まれた議員定数の削減については、「国民の声を削ることになる」とし、改めて反対を表明しました。

「９増１５減」、自民に衝撃＝公明と溝広がる－衆院選改革
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　衆院選挙制度改革で焦点となる小選挙区の議席配分で、衆院議長の諮問機関が答申した「アダムズ方式」を用いて最新の数字で試算すると「９増１５減」になることが判明し、自民党内で衝撃が広がった。削減対象区が想定以上に増えたためで、同党は独自の「０増６減」案を押し通す構えを強めた。これに対し、連立与党の公明党は「９増１５減」を受け入れる考えを表明し、与党間の溝が一段と鮮明になった。
　「９増１５減になっちゃったよ。びっくりしたよな」。２０１５年国勢調査に基づく試算結果を知った安倍晋三首相（自民党総裁）は、同党幹部に対してこう語り、驚きを隠さなかった。これまで議論されていた１０年国勢調査に基づく「７増１３減」でさえ、影響を受ける議員を多く抱える自民党にはハードルが高かった。新試算では首都圏の定数がさらに上積みされた一方、地方の削減対象は広がり、首相の地元の山口にも及んだ。
　首相は２６日の国会答弁で、２０年の大規模国勢調査を踏まえたアダムズ方式導入は受け入れる考えを示したが、自民執行部は議席変動の振れ幅が大きい同方式自体に否定的だ。
　試算を受け、細田博之幹事長代行は記者団に「単純な計算でいいのか。数式神話が地方に過酷な数字として出ることも考えないといけない」と同方式を批判、「（答申で）決められたものをうのみにして、それを信じなさいと教条主義的なことを言う人も多いが、そうではない。欠点がある」と訴えた。
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削減対象の県の自民党議員からも不満が相次いだ。広島選出のある議員は「地方の国会議員は地方の意見を反映させるのが役目。国民の声が伝わりにくくなる」と指摘。山口選出のベテラン議員は「０増６減が一番合理的。決して（選挙区割りを自党に有利になるよう改変する）ゲリマンダーではない」と語った。
　これに対し、公明党の井上義久幹事長は２６日の会見で「１５年国勢調査に基づいてアダムズ方式で配分する」と述べて「９増１５減」を支持。同党幹部は「自民案に乗ったら国民から批判を受ける。衆院議長を外して自公で合意することはない」と語り、自民党の０増６減案に難色を示した。
　民主党の岡田克也代表は会見で、首相がアダムズ方式導入を先送りする考えを示したことについて、「全く理由が理解できない。２０年国勢調査（の時点）だと安倍首相はもういない」と批判。１０年国勢調査に基づいた同方式による配分見直しを改めて主張した。（時事通信2016/02/26-18:57）2016/02/26-18:57
衆院、１票格差２．３３倍に＝参院は「合区」でも３倍超
　総務省が２６日公表した２０１５年国勢調査（速報値）に基づき、現行の衆院小選挙区の「１票の格差」を試算したところ、議員１人当たりの人口が最も多い東京１区（６３万５０９７人）と、最も少ない宮城５区（２７万２０７７人）で２．３３４倍の開きがあった。宮城５区と比較し、最高裁の違憲判断の目安とされる格差２倍を上回ったのは東京３区や北海道１区などを含む計３７選挙区に上った。
　衆院小選挙区の１票の格差は、１０年国勢調査の人口では１．９９８倍だったが、都市部への人口流入などが影響して格差は広がった。人口最少の宮城５区は、東日本大震災で大きな被害を受けた石巻市などを含む。
　一方、参院選挙区の格差は、議員１人当たりの人口が最も多い埼玉（１２１万２１２人）と、最も少ない福井（３９万３５５０人）で３．０７５倍。「鳥取・島根」「徳島・高知」の２合区を柱とする選挙区定数「１０増１０減」実現により１０年調査に基づく格差は２．９７４倍に抑えられていたが、今回の試算では３倍を超えた。　
　１票の格差が最大２．１３倍だった１４年１２月の衆院選について、最高裁は「違憲状態」と判断している。安倍晋三首相は現行制度下でも解散権は制約されないとの見解を示し、自民党内では夏の参院選に合わせた衆参同日選も取り沙汰されている。しかし、格差拡大を放置したまま解散を断行すれば、最高裁が違憲判決に踏み込む可能性もある。（時事通信2016/02/26-08:46）2016/02/26-08:46
衆院小選挙区「９増１５減」＝１５年調査、答申通りに試算
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　衆院選挙制度改革をめぐり、２６日公表された２０１５年の国勢調査結果（速報値）に基づき、衆院議長の諮問機関が答申した内容に沿って小選挙区の議席配分を時事通信が試算したところ、１５県で定数を各１減らすなど「９増１５減」となることが分かった。１０年調査に基づく試算結果の「７増１３減」より対象県は拡大し、福島、山口両県も削減となる。自民党内でアダムズ方式への反対論が強まるのは必至だ。
　答申に盛り込まれたアダムズ方式の導入で都道府県間の「１票の格差」は現行制度の１．８８５倍から１．６６８倍に縮まる。「９増１５減」の内訳は、▽４増＝東京▽２増＝神奈川▽１増＝埼玉、千葉、愛知▽１減＝青森、岩手、宮城、福島、新潟、三重、滋賀、奈良、広島、山口、愛媛、長崎、熊本、鹿児島、沖縄。東日本大震災の被災３県全てが削減対象となる。
　また、比例代表のブロック別定数を試算すると「２増６減」となり、内訳は▽２増＝東京▽１減＝東北、北関東、北陸信越、近畿、中国、九州。　
　諮問機関の答申は、衆院定数を現行４７５（小選挙区２９５、比例１８０）から１０（小選挙区６、比例４）削減し、格差是正に向けて都道府県への定数配分で人口比を反映させやすいアダムズ方式の導入を求めた。民主、公明両党などが同方式に賛成するのに対し、自民党は「地方の切り捨て」などと批判し、受け入れに否定的だ。
　自民党が独自に提唱する「０増６減」案で試算すると、青森、岩手、三重、奈良、熊本、鹿児島が各１減となる。自民案は増減対象の都道府県を少なくすることで所属議員への影響を抑える狙いがある。同党は今回の国勢調査に基づく試算を来週中に党の合同会議に提示し、公明党との協議に臨む方針。
◇「１票の格差」が大きい選挙区
衆院小選挙区　　　　格差
（1）東　京　１区　　　２．３３４
（2）東　京　３区　　　２．２０３
（3）東　京　５区　　　２．１８７
（4）北海道　１区　　　２．１７９
（5）愛　知１２区　　　２．１６４
（6）東　京１９区　　　２．１５４
（7）東　京１６区　　　２．１５０
（8）埼　玉　３区　　　２．１４９
（9）東　京２２区　　　２．１４８
（10）兵　庫　７区　　　２．１４５
（注）２０１５年国勢調査に基づく総務省試算。人口最少の宮城５区と比較
（時事通信2016/02/26-08:45）
アダムズ方式なら「９増１５減」…読売新聞試算

読売新聞　2016年02月26日 18時49分

　読売新聞は今回の国勢調査結果をもとに、衆院議長の諮問機関が答申した「アダムズ方式」による衆院小選挙区の定数配分を試算した。

　各都道府県に割り当てられる定数は「９増１５減」となった。

　東京で４増、神奈川で２増、埼玉、千葉、愛知で各１増となる一方、青森、岩手、宮城など１５県でそれぞれ定数が１減る。現行の定数配分だと都道府県間の「１票の格差」は最大１・８８５倍だが、「９増１５減」が行われれば１・６６８倍に縮まり、将来の人口変動に一定程度耐えられる。

　民主、公明、維新の各党などは答申を受け入れる方針だ。自民党はアダムズ方式の導入に慎重で、当面は「０増６減」で対応すべきだとしている。定数の増減を抑えることで、党所属議員の不満を和らげる狙いがあるとみられる。

衆院、１５年国勢調査・アダムズ方式なら　「９増１５減」自民反発

東京新聞　2016年2月27日 朝刊

　二〇一五年国勢調査に基づき、衆院選挙制度に関する有識者調査会が答申で提言した新たな議席配分法のアダムズ方式を導入して定数十削減（小選挙区六、比例代表四）を行うと、小選挙区は「九増十五減」になる。人口減少が地方で顕著なことを受け、一〇年国勢調査に基づく「七増十三減」に比べ、地方の議席が東京を中心とした大都市圏に移る傾向が鮮明となった。地方で強い自民党はアダムズ方式の導入に抵抗感を強めている。　（木谷孝洋）

　定数削減については、公明党などが一五年国勢調査に基づいてアダムズ方式を導入するように主張。民主、維新両党などは一〇年国勢調査に基づくよう求めている。自民党は二〇年国勢調査以降にアダムズ方式の導入を検討し、当面は別方式で「〇増六減」する考え。各党で見解がバラバラだ。

　「七増十三減」と比べて「九増十五減」では定数が一減る県に福島、山口両県が新たに加わり、計十五県に増えた。東日本大震災の被害が大きかった青森、岩手、宮城、福島四県は全て一減の対象となっている。これに対し、東京は現行より四増、神奈川は二増だ。

　定数一減の十五県では、青森、山口など五県で自民党が小選挙区議席を独占している。その他の県でも、沖縄、岩手以外は大半の議席を確保している。定数が減れば、現職議員同士で選挙区調整が必要になる可能性が高い。

　自民党の二階俊博総務会長は記者会見で「人口が多いところの意見が重要視される選挙制度はおかしい」と指摘。細田博之幹事長代行も「地方に過酷な数字が出てきてしまう。欠点があるのではないか」と述べ、アダムズ方式を批判した。

 　一五年国勢調査によると議員一人当たりの人口が最も多い東京１区と最も少ない宮城５区で二・三三四倍の開きがあった。格差二倍を上回ったのは三十七選挙区に上った。

　＜アダムズ方式＞　選挙制度で議席を配分する方法。米国のアダムズ第６代大統領が提唱したとされる。衆院選挙制度改革の有識者調査会が、人口比をより反映できる方式として導入を答申で求めた。都道府県の人口を「一定の数」で割って商の小数点以下を切り上げて定数とする。一定の数は合計定数と合うように調整して決める。答申通り小選挙区定数を６減らす場合、２０１５年国勢調査の速報値に基づけば「９増１５減」となる。現行と比較し、地方の議席は減って都市部が増える。
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アダムズ式なら衆院「９増１５減」　１５年国勢調査で試算

東京新聞　2016年2月26日 夕刊

　総務省が二十六日公表した国勢調査の速報値を基に、衆院選挙制度改革の有識者調査会が答申した議員定数四七五からの十減（小選挙区六、比例代表四）について、新たな議席配分方法「アダムズ方式」で共同通信が試算した結果、小選挙区は二十都県で「九増十五減」となった。自民党の「〇増六減」案では奈良など六県で各一減になった。現行制度で「一票の格差」が二倍以上となったのは十二都道府県で三十七選挙区。最大格差は二・三三四倍だった。

　人口比をより正確に反映できるアダムズ方式は有識者調査会が導入を求めた。民主党、公明党、維新の党などは基本的に受け入れを表明している。対象選挙区が多く、現職議員への影響が大きいとして採用に慎重な自民党の対応が焦点となる。

　速報値によると、衆院の現行二百九十五小選挙区のうち人口最少は宮城５区で、東京の十四選挙区、神奈川の六選挙区などで格差が二倍以上となった。最大格差二・三三四倍は、人口最多の東京１区と比較した。対象選挙区は異なるが、一〇年調査による前回改定後の一・九九八倍から拡大した。

　一〇年調査に基づきアダムズ方式で試算すると、小選挙区は「七増十三減」で比例代表（現行百八十議席）が「一増五減」。今回の試算では、小選挙区で定数削減対象に福島、山口が加わり、東日本大震災で被災した岩手、宮城を含む計十五県で各一減となる。東京が四増、神奈川二増で、一〇年調査での試算よりそれぞれ一増となった。

　比例ブロック定数は、今回の試算で「二増六減」となった。新たに北陸信越と中国が各一減となり、一減だった東海は増減がなくなった。東京は一増から二増となる。

　自民党が検討する「〇増六減」案は、各都道府県の定数から一を引いた数でそれぞれの人口を割り、商が小さい六県で各一議席を減らす。一〇年調査での試算で対象だった沖縄が今回の試算で奈良と入れ替わった。

　一方、一五年調査の速報値で参院選挙区（定数一四六）の人口格差が最大になったのは、最少の福井と最多の埼玉の三・〇七五倍だった。

　＜アダムズ方式＞　選挙制度で議席を配分する方法。米国のアダムズ第６代大統領が提唱したとされる。衆院選挙制度改革の有識者調査会が、人口比をより反映できる方式として導入を答申で求めた。都道府県の人口を「一定の数」で割って商の小数点以下を切り上げて定数とする。一定の数は合計定数と合うように調整して決める。答申通り小選挙区定数を６減らす場合、２０１５年国勢調査の速報値に基づけば「９増１５減」となる。現行と比較し、地方の議席は減って都市部が増える。

	[image: image25.jpg]tthY

AN
JEBa%E 19 ¢
=R 9 [17)

E
BREEOmeR) B &
[

R P

AT 6175
SO0 R

HEUO[ T,
2015 BMTEAL

3
¥3

3]+
o







「アダムズ方式」５年後に＝早期抜本是正に否定的－安倍首相
　安倍晋三首相は２６日の衆院総務委員会で、衆院選挙制度改革に関し「大規模な定数是正は１０年ごとの国勢調査で行うべきだ」と述べ、定数配分方式の見直しを伴う抜本改革は、２０２０年の大規模国勢調査の結果を踏まえて実施すべきだとの考えを明らかにした。配分方式については「（人口比をより反映する）アダムズ方式を用いて定数是正を行うという答申が出た以上、当然尊重しながら取りまとめなければならない」と述べた。
　民主党の渡辺周氏に対する答弁。自民党は抜本改革を２０年国勢調査後に先送りする方針で、その場合でも衆院議長の諮問機関が答申したアダムズ方式の採用には慎重な姿勢を崩していない。首相答弁は、同方式の導入は受け入れるものの、公明党や民主党などが主張する早期実施には否定的な立場を示したものだ。　
　首相は抜本改革を先送りする理由について、１５年の簡易国勢調査に基づいて今国会で法改正したとしても、実際の導入は「来年以降」になると指摘。５年後の大規模調査を受け「すぐに次の見直しに取り掛からないといけないことになる」と語り、頻繁な制度改正は望ましくないとの考えを示した。
　２６日に公表された簡易調査の結果に基づく対応としては、衆院定数１０削減（小選挙区は「０増６減」）と併せ、都道府県ごとの区割り見直しにより「１票の格差」を是正すると改めて説明。「今述べたような考え方は答申の趣旨に合致する」との立場を強調した。
　首相は同時に、選挙制度改革が進展しない場合でも、首相の衆院解散権は「縛られない」との認識を重ねて示した。（時事通信2016/02/26-17:33）2016/02/26-17:33
大規模な選挙区見直し、２０年国勢調査後に先送り　首相
朝日新聞デジタル　2016年2月26日16時04分
　安倍晋三首相は２６日の衆院総務委員会で、「一票の格差」是正をめぐり、衆院議長の諮問機関が答申で示したアダムズ方式の導入時期について「アダムズ方式による都道府県への議席配分見直しを伴う大規模な選挙区の見直しは、２０２０年に行われる大規模国勢調査の結果により行われる」と先送りする意向を示した。民主党の渡辺周氏に対する答弁。
　首相は先送りの理由について「アダムズ方式を含む県を越える大規模な定数是正は、１０年ごとの国勢調査で行うべきだ。１５年の調査は簡易調査であって、５年後には大規模国勢調査の数字が出てくる。１５年の国勢調査にあわせて選挙を行うといっても、手続きなどをやると実質は来年以降。その３年後には次の見直しに取りかからなくてはならなくなる」などと語った。

衆院総務委で答弁する安倍晋三首相＝２６日午後１時１５分、飯塚晋一撮影
　２６日に総務省が公表した１５年国勢調査の速報値に基づく朝日新聞の試算では、アダムズ方式を使って、首相が約束した衆院の議員定数を選挙区で６減らす場合、定数を東京で４、神奈川で２、埼玉、千葉、愛知で一つずつ増やす一方、青森や熊本など１５県で１減る「９増１５減」となる。
　この「９増１５減」について、公明や民主などは受け入れる意向だが、自民は「０増６減」を主張し、孤立しつつある。これについて、首相は「今回は６減らす。この６県は、たまたまアダムズ方式で示された削減対象のなかにすでに入っている」などと述べ、自民の「０増６減」を支持した。
首相 「アダムズ方式」に変更は次の国勢調査踏まえて
NHK　2月26日 16時20分
安倍総理大臣は衆議院総務委員会で、衆議院の選挙制度の見直しを巡り、今回の国勢調査に基づいて、定数を１０削減することを強調したうえで、小選挙区の割り振り方を「アダムズ方式」と呼ばれる計算方法に変更するのは次の平成３２年の大規模な国勢調査を踏まえて行うべきだという考えを示しました。
この中で、民主党の渡辺元総務副大臣は去年行われた国勢調査で、いわゆる「１票の格差」が最大で２．３３４倍となったことに関連して、「定数是正は待ったなしだ。有識者調査会の答申にある『アダムズ方式』の導入に向けて、安倍総理大臣がリーダーシップを発揮する考えはあるのか」とただしました。
　これに対し、安倍総理大臣は「定数１０削減は本日公表された国勢調査の結果に基づく区割りの見直しを行う際に併せて実施する。選挙区の６と比例の４の合わせて１０削減を行う」と述べました。
　そのうえで、安倍総理大臣は「答申の趣旨を現状に当てはめれば、『アダムズ方式』による都道府県への議席配分の見直しを伴う大規模な選挙区の見直しは平成３２年に行われる大規模国勢調査の結果により行われることとなる。アダムズ方式を含め、大規模な定数是正を県を越えて行うことは１０年ごとの国勢調査で行うべきだと私も考えている。私も自民党の総裁であり、しっかりと答申を尊重するかたちでまとまるようリーダーシップも発揮をしていきたい」と述べました。
　また、安倍総理大臣は「選挙制度改革が難航した場合でも、内閣総理大臣の解散権は縛られないと考えるか」と質問されたのに対し、「解散権は縛られないと考えている」と述べました。 
民主党の岡田代表は記者会見で、「すでに結果が出ている６年前の国勢調査に基づいて都道府県の議席配分を行ったうえで、今回の調査結果を加味して、格差が２倍を超える選挙区があれば、手直しをする考え方で進めるべきだ」と述べました。また、岡田代表は、安倍総理大臣が「アダムズ方式」と呼ばれる計算方式への変更は、平成３２年の大規模な国勢調査の結果を踏まえて行うべきだという考えを示したことについて、「全く理解できない。論点をすり替えてごまかしていく得意のやり方だ。調査会の答申どおりに行うべきだ」と述べました。
　公明党の井上幹事長は記者会見で、「去年の国勢調査に基づき、アダムズ方式で定数を削減するべきだと、先に大島衆議院議長に報告した考えは変わっていない。議長のもと、各党間の協議を経て、できるだけ幅広い合意を作り、この国会で成案を得るべきだ。できるだけ多くの議員が国会に出て、地元の声を多く反映したいという気持ちは当然あるが、１票の価値の平等という憲法上の要請をよく考えないといけない」と述べました。
　共産党の小池副委員長は記者会見で、「国政選挙のたびに、１票の格差の議論が出てくること自体が、小選挙区制度の矛盾を示したものだ。アダムズ方式だろうが何だろうが、小選挙区制度を維持したままでは、未来永劫、この問題は続いてしまう。根本の問題を解決するためには、制度を廃止し、比例代表中心の制度に変えていくべきだ。議員定数の削減は、国民の声を削ることであり、きっぱり反対だ」と述べました。
　維新の党の今井幹事長は記者会見で、「大島衆議院議長には、２０１０年の大規模な国政調査をもとに、アダムズ方式で決めたうえで、簡易調査での調整が必要であれば、調整していくべきだという意見を表明している。答申を受け入れるのは当たり前で、長期間耐えうる調整をしっかりやって、次の結果が出ても違憲ではない範囲内に収まっている状況にしておくことがいちばん大事だ」と述べました。
産経新聞　2016.2.26 21:12更新 
【平成２７年国勢調査】自民党、「１５減」に広がる反発　「単なる数字を機械的に当てはめるのは問題だ」
　平成２７年国勢調査の速報値発表を受け、自民党は来週にも衆院選挙制度改革に関する会合を開き、調整を本格化させる。衆院議長の諮問機関「衆院選挙制度に関する調査会」が答申した「アダムズ方式」で定数配分すれば、選挙区「９増１５減」が必要となるが、２２年国調に基づく「７増１３減」から調整対象が広がったことで、党内では関係議員を中心に懸念が拡大。逆に公明党はあくまで答申尊重を求める構えで、与党間の合意すら見通せない状況だ。
　「アダムズ方式では相当数、議席を動かさなければならない。都会偏重、人口の多いところの意見が重要視される選挙制度は、諸外国の例をみてもおかしい」
　自民党の二階俊博総務会長は２６日の記者会見で、「９増１５減」案への懸念を率直に吐露した。
　９増１５減案では、東京都が４増となる一方、福島や岩手など東日本大震災の被災地では議席が減る。被災地では人口流出が著しいこともあり、根本匠元復興相（福島２区）は「単なる数字を機械的に当てはめるのは問題だ」と指摘。鈴木俊一元環境相（岩手２区）も「復興途上で被災地の代表が減るのは好ましくない」と異論を唱えた。
　ただ自民党内で答申案に反発が強いのは、こうした表だった理由だけでない。
　今回新たに削減対象になった福島県は全５選挙区中４、山口県は全４選挙区を安倍晋三首相ら自民党議員が占めている。１５減では、候補者調整が必要な現職議員が５０人以上にのぼり、調整作業が難しいからだ。
　そこで自民党が主張しているのが、選挙区の「０増６減」案だ。定数減は岩手、三重、熊本、鹿児島など６県に抑えられる。
　それでも、６減の対象議員は「地元では『地方が切り捨てられる』と不安を持たれる」（三ツ矢憲生元外務副大臣・三重５区）「６減の基準がわからない」（田村憲久前厚生労働相、三重４区）と反発が強い。
　自民党案は「アダムズ方式よりは影響が小さい」（党幹部）ため、次回の党会合で正式了承される見通しだ。ただ、その後の与党協議は難航が予想される。
　公明党の井上義久幹事長は２６日の記者会見で、「アダムズ方式で定数を削減すべきという考えは変わっていない」と、自民党への歩み寄りを拒否した。主要野党が答申の尊重を求める中自民党案の成就には公明党の同意が最低限必要だ。
　首相は定数削減を含む公職選挙法改正案の今国会中の成立にこだわっており、与野党には「夏の参院選に合わせて衆院選を行う『同日選』への環境整備」との見方も強い。自民党内では、公明党のかたくなな態度を「同日選封じ」（幹部）といぶかる声すら出ている。（力武崇樹）
衆院議席配分 　「アダムズ方式」容認　２０年国勢調査から
毎日新聞2016年2月27日　07時30分（最終更新　2月27日　07時30分）
　安倍晋三首相（自民党総裁）は、衆院議長の諮問機関「衆院選挙制度に関する調査会」の答申を踏まえ、次回２０２０年国勢調査の結果を基に、人口比をより反映しやすい「アダムズ方式」による都道府県への議席配分を認める方針を固めた。衆院議員定数を１０減するため、小選挙区では１５年簡易国勢調査に基づき、まず区割り変更による「０増６減」の見直しを行う。アダムズ方式の早期導入を主張する民主、公明両党などがこの妥協案を受け入れるかどうかが今後の焦点になる。 
　これに関連し、首相は２６日の衆院総務委員会で「アダムズ方式による議席配分の見直しを伴う大規模な選挙区の見直しは、２０年の大規模国勢調査の結果により行われる」と表明。「答申尊重という観点に立って、自民党内で議論が取りまとめられる」との見通しを示した。一方で、「定数削減は１５年簡易調査で実施する。２０年国勢調査まで先送りするようなことはない」と改めて約束した。 
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アダムズ方式で衆院定数を１０減すると
　総務省が２６日に発表した１５年簡易国勢調査の速報値を基に、２８９の小選挙区（現行は２９５）をアダムズ方式で都道府県に配分すると、毎日新聞の試算では小選挙区の「９増１５減」が必要になる。東京都で４、神奈川県で２、埼玉、千葉、愛知各県で１増える一方、青森、岩手、宮城、福島、新潟、三重、滋賀、奈良、広島、山口、愛媛、長崎、熊本、鹿児島、沖縄の１５県では１ずつ減る。１０年国勢調査に基づく試算では「７増１３減」だった。 
　削減対象の県に多くの衆院議員がいる自民党では大幅な制度変更に慎重論が強く、定数１の県が生じないようにする独自の計算方法で「０増６減」を主張している。速報値を基に試算すると、青森、岩手、三重、奈良、熊本、鹿児島の６県がそれぞれ１減になる。。 
　１０年調査に基づき小選挙区を「０増５減」する１３年の法改正により、最大格差はいったん１．９９８倍に縮小した。しかし、今回の速報値では、人口が最多の東京１区と最少の宮城５区の格差は２．３３４倍。憲法違反かどうかの目安にされる２倍を再び超えた。 
　参院選挙区では、議員１人当たり人口が最多の埼玉県と最少の福井県との間で最大格差は３．０７５倍になった。１３年参院選では最大４．７７倍だったが、夏の参院選に向けて鳥取県と島根県、徳島県と高知県をそれぞれ一つの選挙区に「合区」したため縮小した。 
　一方、速報値によると、昨年１０月１日現在の外国人を含む日本の総人口は１億２７１１万４７人で、１０年の前回調査から９４万７３０５人（０．７４％）減った。人口が減少に転じたのは１９２０（大正９）年の調査開始以来、初めて。 
　政府は人口１億人を将来も維持する方針を打ち出している。それを実現するには、「１億総活躍」の政策をどこまで具体化できるかが課題になる。 
　３９道府県で人口が減少し、１１年に東京電力福島第１原発事故が起きた福島県は、過去最大の１１万５４５８人減になった。東京、神奈川、埼玉、千葉４都県と、沖縄、愛知、福岡、滋賀の各県は１０年調査から人口が増えた。【青木純、野口武則】 
国勢調査 「アダムズ方式」は９増１５減に
NHK　2月26日 8時31分
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衆議院の選挙制度の見直しの議論を踏まえ、都道府県ごとの小選挙区の数がどうなるか、今回の国勢調査を、「アダムズ方式」と呼ばれる計算方法が盛り込まれた、有識者調査会の答申に当てはめて試算したところ、全体では「９増１５減」となりました。
衆議院の選挙制度の見直しを巡っては、衆議院の有識者調査会が議員定数を小選挙区で６、比例代表で４の合わせて１０減らすとともに、都道府県への小選挙区の数の割り振り方を「アダムズ方式」と呼ばれる計算方法に変更するなどとした答申をしていて、議論が行われています。
　これを踏まえ、ＮＨＫは今回の国勢調査を答申に当てはめて試算しました。
　それによりますと、小選挙区は東京で４つ、神奈川で２つ、埼玉、千葉、愛知で１つずつ、合わせて５つの都と県で、９つ増えます。
　これに対し、青森、岩手、宮城、福島、新潟、三重、滋賀、奈良、広島、山口、愛媛、長崎、熊本、鹿児島、沖縄の１５の県で、それぞれ１つずつ減り、全体では「９増１５減」となります。
これによって、議員１人当たりの人口が最も多い福島と最も少ない鳥取との都道府県の間の「１票の格差」は最大で１．６６８倍となります。
　また、比例代表は東京ブロックで２つ増える一方、東北、北関東、北陸信越、近畿、中国、九州の合わせて６つのブロックで、それぞれ１つずつ減り、「２増６減」となります。
　答申に平成２２年の国勢調査の結果を当てはめると、「７増１３減」だった小選挙区では東京と神奈川で議席が１つ増える一方、新たに福島と山口で議席が１つずつ減り、関係する都県も１８から２０となりました。
　また、「１増５減」だった比例代表では、東京ブロックの定数がさらに１増える一方、１減ることになっていた東海ブロックは定数が今のまま維持され、逆に北陸信越と中国の２つのブロックで新たに定数が減ることになります。
　一方、自民党が提案している「アダムズ方式」を適用せずに小選挙区を６つ減らす、「０増６減」の案で試算すると、小選挙区は青森、岩手、三重、奈良、熊本、鹿児島の６県で、それぞれ１つずつ減ることになります。 
国勢調査 「１票の格差」最大で2.334倍に
NHK　2月26日 8時30分
２６日に発表された国勢調査に基づく、衆議院の２９５の小選挙区ごとのいわゆる「１票の格差」は、最大で２．３３４倍で、格差が２倍以上となる選挙区は３７選挙区に上ることが分かりました。
総務省は２６日に発表した国勢調査の速報に基づいて、衆議院と参議院の選挙区ごとの人口を試算しました。
それによりますと、衆議院の２９５の小選挙区で、議員１人当たりの人口が最も多いのは、東京１区で６３万５０９７人、次いで東京３区で５９万９５０１人、東京５区で５９万４９６８人となっています。
　逆に最も少ないのは、宮城５区で２７万２０７７人、次いで福島４区で２７万７８０６人、鹿児島５区で２８万９２０人となっています。
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この結果、いわゆる「１票の格差」は最大で２．３３４倍となり、格差が宮城５区の２倍以上となる選挙区は３７選挙区に上ることが分かりました。
　また、参議院では、いわゆる「合区」を２か所で行った４５の選挙区で比較すると、議員１人当たりの人口が最も多い埼玉と、最も少ない福井との間で、最大で３．０７５倍となっています。 
当面は０増６減で＝アダムズ「今すぐ導入ではない」－谷垣自民幹事長
　２０１５年の国勢調査結果に基づいて衆院議長の諮問機関が答申した「アダムズ方式」を導入した場合、小選挙区が「９増１５減」となることに関し、自民党の谷垣禎一幹事長は２６日の記者会見で、直ちには適用せず、当面は「０増６減」の自民党案の実現を目指す意向を強調した。
　谷垣氏は、「われわれは『今すぐアダムズ方式を』というのではないと答申を読んでいる。そういう前提で今後も議論する。（自民党の）基本的な考えが変わるわけではない」と強調。公明党との協議について「合意点を見つけるよう努力する」と語った。　
　自民党の細田博之幹事長代行は国会内で記者団に対し、アダムズ方式について「どんどん大都会に定数を移していく機能がある」と疑問を呈した。
　菅義偉官房長官も会見で、「答申では、アダムズ方式による都道府県議席配分の見直しは、制度の安定性を勘案し、１０年ごとに行われる大規模国勢調査に基づいて行うことになっている」と指摘。簡易調査の１５年調査結果の段階での同方式導入に否定的な考えを示した。
　「９増１５減」では、削減対象に沖縄が含まれる。これに関して島尻安伊子沖縄担当相は会見で、「地方の声をしっかりと国会に届けていくことが大事だ。沖縄の議席数が少なくなるのは大変残念だ」と懸念を示した。
　一方、公明党の井上義久幹事長は会見で、アダムズ方式採用を支持し、「衆院議長のリーダーシップの下に各党間の協議を経て、できるだけ幅広い合意をつくってこの国会で成案を得るべきだ」と表明。自民党から呼び掛けがあれば与党協議に応じる考えも示した。（時事通信2016/02/26-12:11）2016/02/26-12:11
自民 アダムズ方式は次の国勢調査受けて
NHK　2月27日 5時52分
衆議院の選挙制度の見直しを巡って、自民党は、今回の見直しでは小選挙区の「０増６減」にとどめるものの、都道府県に小選挙区の数を割りふる計算式の「アダムズ方式」への変更は、４年後の次の国勢調査を受けて行うと明確に示すことで、各党の理解を得たい考えです。
衆議院の選挙制度の見直しを巡り、２６日発表された去年の簡易国勢調査の結果を、「アダムズ方式」と呼ばれる、都道府県への小選挙区の数の割りふり方を盛り込んだ、有識者調査会の答申に当てはめて試算すると、小選挙区は、東京や神奈川など、合わせて５つの都と県で９つ増える一方、福島、山口など１５の県でそれぞれ１つずつ減り、全体では「９増１５減」となります。
　民主党や公明党などは、「アダムズ方式」への変更を受け入れる考えを示しているのに対し、自民党は、今回は計算式を変更せず、小選挙区の「０増６減」にとどめるよう主張しています。
　これに関連して安倍総理大臣は２６日、「答申の趣旨を現状に当てはめれば、『アダムズ方式』による大規模な選挙区の見直しは、平成３２年に行われる大規模国勢調査の結果により行われることとなる」と述べ、「アダムズ方式」への変更は、４年後の次の国勢調査を受けて行うべきだという考えを示しました。
　自民党としては、今回の見直しでは小選挙区の「０増６減」にとどめるものの、答申で都道府県別の定数の見直しは１０年ごとの大規模国勢調査を受けて行うとしていることを踏まえ、次の国勢調査を受けて「アダムズ方式」に変更すると明確に示すことで、各党の理解を得たい考えです。
　ただ、党内では、「小選挙区と比例代表を合わせると、東京だけで５０近い議席となり、あまりにもバランスを欠く」という指摘が出るなど、「アダムズ方式」の導入自体に批判的な意見も根強く、来週、党の会合で議論を行うなどして意見集約に向けて調整を急ぐことにしています。 
「小選挙区は配給制度、次は実力問われる」　伊吹元議長
朝日新聞デジタル　2016年2月25日17時43分
■伊吹文明元衆院議長
　（不倫問題で辞職した宮崎謙介前衆院議員ら、２０１２年に初当選した議員に不祥事が続く）２０１２年問題というのが色々言われるが、やはり小選挙区になると、配給制度なんですよ。自分で努力しなくても、ある程度の食料（票）がみなのお宅へ運ばれてくる。自民党公認というと１人だから。ところが中選挙区（時代）は、自民党の公認なんて何の役にも立ちません。みなが同じバケツの水を取り合う。だから、配給制度じゃなくて、取り合いの制度なんです。配給制度というのは、たくさん食料がある時、いい風が吹いている時は食料は潤沢に運ばれますよ。しかし、いい風が吹かない時は食料は運ばれません。小選挙区というのは、党の評判が悪くなると、大きくスイングします。だから、前２回は非常に風が吹いたっていうことを、十分自覚して、この次は日常活動、あるいはその人の実力が問われる選挙になります。（２５日、所属する二階派の会合で）
衆院選改革、四面楚歌の自民＝野党「ゲリマンダー」批判
　衆院選挙制度改革で焦点となっている定数配分方法をめぐり、独自の計算で小選挙区「０増６減」案を提唱した自民党が「四面楚歌（そか）」となっている。野党は選挙区割りを自党に有利になるよう改変する「ゲリマンダー」（細野豪志民主党政調会長）と批判。公明党からも、衆院議長の諮問機関の答申に盛り込まれたアダムズ方式を受け入れるよう再考を求められており、改革論議は混迷しそうだ。
　維新の党の松野頼久代表は２５日の記者会見で、自民案を「本当に身勝手なやり方だ。この選挙区は自民党が弱いから（削減しても）いいと、恣意（しい）的にやっている」と非難した。
　２０１０年国勢調査に基づくと、自民案での削減対象は、野党党首が連続当選している小選挙区を有する岩手、三重など６県。アダムズ方式による「７増１３減」で削減対象となる愛媛や長崎などはこの６県から外れた。細野氏は会見で「（削減対象外となったのは）自民党が小選挙区を独占しているところがほとんど。政党のエゴを許したら民主主義はおかしくなる」と憤った。
　アダムズ方式は人口比を議席配分に忠実に反映させることが特徴だ。自民案と同様に、人口が少ない県でも定数２の確保が見込めることから「地方に配慮した」（公明党幹部）との評価もある。ただ、自民党の細田博之幹事長代行は「アダムズ方式は増減がセットになる。どんどん大都会（の議員）を増やす案だ」とマイナス面を強調。自らが編み出した「細田方式」とも言うべき自民案が「論理的に妥当」と胸を張った。
　自民党は公明党との与党協議に臨みたい考えだが、同党の漆原良夫中央幹事会長は２５日の会見で、野党も含めた合意形成が重要と指摘。アダムズ方式採用へ「自民党に理解いただければうれしい」と歩み寄りを求めた。
　自民党も一枚岩ではない。２４日の衆院選改革をめぐる会合では、削減対象県選出の議員が「６減の内容は恣意的だ。どこからそのルールが出てきたのかが分からない」と異議を唱えた。党内には定数削減自体に異論がくすぶっており、各党協議の行方は見通せない。（時事通信2016/02/25-19:16）
自民「０増６減」案を了承＝定数配分は独自方式－衆院選改革
　自民党は２４日、選挙制度改革問題統括本部（本部長・細田博之幹事長代行）などの合同会議を党本部で開き、衆院小選挙区定数の「０増６減」を柱とする定数１０削減案を提示し、了承された。２０１５年の簡易国勢調査に基づき削減対象の６県を決め、「１票の格差」が２倍未満となるように都道府県内の区割りを見直す。
　谷垣禎一幹事長は席上、「細田氏を中心に公明党との協議に入りたい」と説明。簡易国勢調査の結果が２６日に公表されるのを踏まえ、公明党との協議に臨む方針だが、公明党は「多くの政党で合意形成を図るべきだ」として、与党協議に難色を示している。
　都道府県への定数配分については、議長の諮問機関の答申に盛り込まれた「アダムズ方式」ではなく、（1）各都道府県の現行定数から１減した場合の各都道府県の議員１人当たりの人口を算出（2）その数が小さい順に６県を選び、定数を各１減する－という独自の方式を採用した。　
　定数が変更される都道府県を少なくし、自民党議員への影響を抑える狙いがある。ただ、地方が定数減となることは変わらないことから、出席者からは「地方の声が届きにくくなる」などの反対論も出た。
　諮問機関の答申は、人口比を定数配分に反映させやすいアダムズ方式を導入するよう提唱し、民主、公明両党などが支持を表明した。１０年国勢調査に基づく同方式の配分では「７増１３減」となり、自民案とは隔たりがある。今後の与野党の協議は難航必至だ。
　自民党は当初、定数削減を２０年の国勢調査の後に先送りする考えだったが、安倍晋三首相の指示を受けて前倒しする方針に転換した。（時事通信2016/02/24-17:46）2016/02/24-17:46
衆院選改革 　自民「０増６減」了承　アダムズ方式に触れず
毎日新聞2016年2月24日　20時56分（最終更新　2月24日　23時19分）
　自民党は２４日、衆院選挙制度改革に関する合同会議で、比例定数の４減と小選挙区の「０増６減」などを盛り込んだ基本方針案を大筋で了承した。衆院議長の諮問機関が答申で導入を求めた新たな議席配分方式「アダムズ方式」には触れていない。野党や公明党は批判を強めており、合意形成の行方は混沌（こんとん）としてきた。 
　基本方針案は、２６日に発表される２０１５年簡易国勢調査の結果に基づき、都道府県内の区割りを見直して「１票の格差」を２倍未満に抑え、さらに定数を１０減するもの。定数削減に慎重な自民は当初、定数削減を２０年の大規模国勢調査以降に先送りする案をまとめたが、安倍晋三首相が１９日の国会答弁で時期の前倒しを表明。方針を転換した。 
　それでもアダムズ方式への言及は見送った。答申に盛り込まれた小選挙区の定数６減をアダムズ方式で行えば「７増１３減」（１０年国勢調査ベース）となるが、自民案は最高裁が格差を生む要因として廃止を求めた「１人別枠方式」を実質的に温存する独自の計算方式を採用している。 
　合同会議で細田博之選挙制度改革問題統括本部長は「インパクト（影響）をなるべく減らす合理的なやり方だ」と説明。アダムズ方式で削減対象となる地域は自民党の地盤が厚いところが多く、増加分をなくして削減数を６にとどめ、影響を最小限に抑えようとする意図も垣間見える。 
　民主、維新など野党や公明は答申受け入れを表明しており、自民は孤立状態だ。合同会議では「訳のわからない計算方法で有権者に説明がつかない」など疑問の声も続出した。ただ、党内ではアダムズ方式に対して「地方の声が届きにくくなる」など否定的な意見が強く、執行部が押しきった形だ。 
　自民はひとまず、基本方針案に公明の理解を求める考えで、細田氏は記者団に「我々の考えを率直に伝える」と語った。だが公明はアダムズ方式が「答申の核心部分」（山口那津男代表）として早期導入を譲らない構えで、与党の溝は開いたままだ。民主の枝野幸男幹事長は２４日の記者会見で「（答申を）受け入れるのが当たり前で、議長に対して侮辱的な行動だ」と述べ、自民を強く批判した。【中島和哉】 
「アダムズ方式」と自民党提案「０増６減」とは 
　諮問機関の答申が採用するよう求めた「アダムズ方式」は、現行制度より人口比を反映した形で都道府県への議席を配分する仕組みとされる。各都道府県の人口を特定の数「Ｘ」で割り、答えの小数点以下を切り上げる。この切り上げた数が各都道府県の議席数となる。その合計が小選挙区定数（現行２９５、６減した場合２８９）と同じになるようにＸを設定する。２０１０年国勢調査を使って小選挙区を６減する場合、各都道府県への配分は「７増１３減」される計算になる。 
　一方、自民党が提案する「０増６減」は、現在の各都道府県の定数から１を引いた数で各都道府県の人口を割り、値の小さな下位６県の定数をそれぞれ１減する。最初に１を引くのは、定数１の県ができないようにするためで、最高裁が見直しを求めた「１人別枠方式」を事実上温存しているとして他党が批判している。１０年国勢調査で計算すると、鹿児島▽岩手▽熊本▽青森▽三重▽沖縄の６県がそれぞれ１減の対象となる。 
産経新聞　2016.2.24 23:21更新 
【衆院選挙制度改革】自民「０増６減」案を了承　答申通り「アダムズ」求める異論も
　自民党は２４日、選挙制度改革問題統括本部などの合同会議で、平成２７年簡易国勢調査に基づき、衆院の選挙区定数を「０増６減」し、各都道府県に最低１議席を割り振る「１人別枠方式」を実質的に維持する案を了承した。会議では衆院議長の諮問機関「衆院選挙制度に関する調査会」の答申とは異なる内容に異論も噴出。公明党も「答申の尊重」を強く求めて与党協議に消極的な姿勢を示しており、先行きは不透明だ。
　自民党の谷垣禎一幹事長は合同会議で「安倍晋三総裁（首相）は定数の１０削減を３２年の大規模国調まで先送りしない方針を表明し、執行部も総裁の考えを重く受け止めた」と強調。
　そのうえで細田博之幹事長代行は、２７年の簡易国勢調査に基づき、選挙区を６、比例代表を４それぞれ削減する党の案を説明した。選挙区は各都道府県人口を現行定数より「１」少ない数字で割り、得られた商の小さい方から順に６削減する内容で、定数４～５の県が集中的に削減対象となる傾向がある。２２年の国勢調査に基づけば、三重（定数５）や鹿児島（同）など６県が対象となる。
　会議では田村憲久前厚生労働相（衆院三重４区）が「訳の分からないやり方だ。（対象を選定する）ルールから議論すべきだ」と反発。自民党案は、人口比をより反映する「アダムズ方式」の採用を求めた答申とも異なるため、「なぜアダムズ方式はダメなのか」との批判も相次いだ。
　会議では、公明党や主要野党が答申を受け入れることを踏まえ「自民党案で他党の了解が得られるのか」などと答申の尊重を求める意見も多く出た。谷垣氏は最後に「この案で他党とすり合わせをしていく」と宣言したが「後味がまずい」（党幹部）形となった。
　公明党からはすでに「自民党と折り合いをつけるのは難しい」（北側一雄副代表）と厳しい見方が出ている。谷垣氏は与党合意を得たうえで与野党協議に臨む考えだが、公明党の山口那津男代表は２３日の記者会見で、「衆院議長の下で合意形成を図る方針にそぐわない」と与党協議の優先には消極的な姿勢を示した。
衆院選改革、孤立する自民　公明が事前協議に応じず
朝日新聞デジタル　2016年2月24日08時31分
　衆院選挙制度改革をめぐり、公明党の山口那津男代表は２３日、政党間協議に先立つ自民党との個別協議には応じない考えを示した。公明が小選挙区の「一票の格差」是正のためのアダムズ方式導入を主張しているのに対して、自民は導入先送りの構えであることから合意は困難だと判断した。
　公明党は２２日、大島理森衆院議長に対して、２０１５年の簡易国勢調査結果に基づく定数削減とアダムズ方式による定数配分見直しの同時実施を提案。大島議長は自民の要望に応じて、まずは自公協議を見守る考えを示した。
　だが、山口代表は２３日の記者会見で「自民、公明だけで協議するのはそぐわない。議長の指導のもとで合意形成を図るべきだ」と主張。政党間協議を担う公明の北側一雄副代表も「自民との主張に隔たりがある。折り合いをつけるのはすぐには無理だ」と語った。
　公明の理解を期待していた自民幹部は「同調者がなく、厳しい状況に追い込まれている」と孤立化を懸念している。
衆院選挙制度見直し 自公が来週協議 考え方に隔たりも
NHK　2月25日 5時19分
衆議院の選挙制度の見直しを巡って、自民党は来週、公明党と協議を行うことにしていますが、公明党は、与党だけで見直し案を固めることに慎重なうえ、都道府県に小選挙区の数を割りふる「アダムズ方式」の扱いでも考え方に隔たりがあり、与党で一致した対応がとれるかが焦点となります。
衆議院の選挙制度の見直しを巡って、自民党は２４日、会合を開き、去年の国勢調査に基づいて定数を１０削減する一方、今回は都道府県に小選挙区の数を割りふる計算式を有識者調査会の答申に盛り込まれた「アダムズ方式」には変更せず、小選挙区は「０増６減」にとどめるなどとした案に沿って、公明党と協議を行うことを了承しました。
　自民党の選挙制度改革の責任者を務める細田幹事長代行は、「去年の簡易国勢調査の結果が出て、すべての姿が明らかになったら、それを基に、われわれの考え方を率直に示したい」と述べ、来週、公明党と協議を行う考えを示しました。
　一方、公明党は、山口代表が、先に「『議長の下で、なるべく多くの政党の合意形成を図る』というのが大島衆議院議長の方針であり、自民党と公明党だけで協議するというのは、こうした方針にそぐわない」と述べるなど、与党だけで見直し案を固めることに慎重な姿勢を示しています。
　さらに、公明党は、今回の見直しで「アダムズ方式」へ変更するよう主張していて、自民党との間で考え方に隔たりがあり、与党で一致した対応がとれるかが焦点となります。 
しんぶん赤旗　2016年2月26日(金)

“議員むしろ増やすべき”　参院調査会　倉林氏に竹中参考人
　参院・国の統治機構に関する調査会は２４日､｢参議院の目指すべき姿」をテーマに参考人質疑を行いました。

　日本共産党の倉林明子議員は、衆院選挙制度をめぐり、消費税増税と一体に議員定数１０削減ありきで議論が進んでいることに対して「定数削減は議員の身を切るといいながら、国民の民意や権利を切り捨てることになり、実施すべきではない」と批判。定数削減について参考人の見解を尋ねました。

　駒沢大学法学部の大山礼子教授は「定数削減などの身を切る改革には反対だ。国会の政府監視機能が低下するため、定数削減すべきでない」と述べ、政策研究大学院大学の竹中治堅教授は「定数を削減するよりもむしろ増やすべきではないか」との考えを示しました。
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（写真）参考人に質問する倉林明子議員＝24日、参院統治機構調査会


　また、倉林氏は「参議院の目指すべき姿を考える時に女性議員を増やすことは重要な課題だ」と述べ、女性議員が増えれば政策決定にどのような影響があるかを問いました。

　大山氏は「女性議員が増えれば政策の中身が変わり、有権者の信頼回復にもつながる。政治不信の一因には議員構成の偏りがあると考えており、改善しなければならない。代議制民主主義の危機だ」と意見表明しました。

社説　１票の格差是正へ自民は答申受け入れよ 
日経新聞　2016/2/25付
　自分さえよければ、他人はどうなってもよいということか。衆院の選挙制度改革における自民党の抵抗ぶりをみていると、そう断じざるを得ない。第三者機関の答申に沿った公職選挙法の改正を今国会で実現する。それこそが最大政党が果たすべき責務である。
　最高裁は2012年と14年の衆院選の１票の格差を違憲状態と判断した。格差是正は待ったなしの課題である。
　与野党協議の不調を踏まえ、有識者らによる第三者機関「衆院選挙制度調査会」（佐々木毅座長）を設けた経緯を考えれば、その答申は重い。自民党と共産党を除く主要政党は若干の温度差はあれ、答申受け入れの方針だ。
　ところが自民党は答申はこうも解釈できるなどと異論を唱え、抵抗を続けている。要するに答申の柱である小選挙区の７増13減が嫌なのだろう。その代わりに提案したのが、影響を受ける現職議員が少ない０増６減という案である。
　いまの定数配分は都道府県に各１議席を与え、残りを人口比例で配分する「１人別枠方式」に基づく。単純に６減する自民案ではこの方式が完全に解消されたとはいえない。別枠方式の廃止を求めた最高裁判決と整合性がとれない。
　答申が採用したアダムズ方式は小数点以下を切り上げることで、１人別枠方式ほどでないにせよ、人口の少ない都道府県に厚めに議席配分する計算方法だ。第三者機関は自民党が求める「地方の声の反映」に一定の配慮をしたといえる。そのアダムズ方式を否定し、１人別枠方式に固執するのは党利党略が過ぎる。
　安倍晋三首相は「答申を尊重する」という。軽減税率その他の政策課題が「官邸主導」で決着したのに選挙制度では首相の意向が通らないのはどうしたことか。候補者調整の責任者である谷垣禎一幹事長ら執行部の責任は重大だ。
　自民党は当初、抜本改革を20年の国勢調査の結果が出て以降に先送りしようとし、世論の批判にさらされた。そこで０増６減案を持ち出してきたわけだが、これでもまだ不十分である。
　批判されるたびに後ずさりしていると、最後に答申を受け入れたとしても抵抗していたという途中経過だけが有権者の記憶に残る。連立政権を組む公明党も今回は自民党に歩み寄るつもりはないようだ。一刻も早い答申受け入れこそが自民党の唯一の選択肢だ。
社説 １票の格差　もう小手先では済まぬ
毎日新聞2016年2月27日　東京朝刊
　衆院小選挙区の「１票の格差」はさらに拡大し、格差是正はいよいよ待ったなしだ。今度は小手先で終わらせない選挙制度改革を早急に実現させなくてはならない−−それを改めて与野党に求める２０１５年の国勢調査（速報値）といえよう。 
　調査によると議員１人当たりの人口が最も多い東京１区と最も少ない宮城５区とでは２・３３４倍の開きがある。最高裁の違憲判断の目安とされる格差２倍を上回ったのは東京１区を含め３７選挙区に上る。 
　１０年の国勢調査を受けて衆院は小選挙区の「０増５減」策を講じて、最大格差を１・９９８倍に当時は収めた。だが、それが一時しのぎだったことを物語っている。 
　にもかかわらず新たな是正策実現のメドが立たない。衆院議長の諮問機関が答申した改革案のうち、自民党は定数１０削減（小選挙区６、比例代表４）は受け入れたものの、都道府県単位の定数配分について答申が提案した「アダムズ方式」の導入は先送りしようとしているからだ。 
　小選挙区を６減らす場合、今回の調査を基にアダムズ方式で試算すると、定数は東京都など５都県で計９増、１５県で１ずつ減り「９増１５減」となる。１０年の国勢調査を基にした配分では「７増１３減」だから、増減対象はさらに増えることになる。 
　アダムズ方式が格差をより安定的に是正できる仕組みであることを示しているともいえよう。しかし自民党の抵抗は、この試算により、ますます強まりそうだ。 
　自民党は定数増はせず、６県の小選挙区を１ずつ減らす「０増６減」を主張している。削減の影響を受ける現職議員を少なくしたいからにほかならない。だが、「０増５減」同様、これも一時しのぎだ。 
　現行の定数配分は都道府県にまず各１議席配分する「１人別枠方式」を採用している。最高裁はこれが格差を生む大きな要因だとして撤廃を求めているが、自民案は実際には、「別枠」に近いという問題もある。 
　公明党や民主、維新両党はアダムズ方式を支持している。将来にわたり安定的に格差是正を進めるため、やはり自民党も今度の改革から導入することを決断すべきである。 
　今回の国勢調査では日本の総人口は調査開始以来、初めて減少に転じた。「１票の格差」の拡大は地方から東京圏への人口流出が一段と進んでいることも表している。 
　地方の衆院議員が減ることへの不満は無論、地元住民にもあろう。ただし、「１票の格差」是正は憲法上避けられない課題だ。人口流出をどう食い止めるかは、議員の数の話とは別に、政府と国会を挙げて早急に取り組むべき政策の課題である。 
名護市議が補助金拡充要請
　米軍普天間飛行場移設先の沖縄県名護市の市議らが２４日、菅義偉官房長官を首相官邸に訪ね、同市辺野古沿岸部への移設を条件付きで容認している地元３地区への補助金について、対象地区を拡大するよう要請した。菅長官は「しっかり検討する」と応じた。市議らは中谷元防衛相にも同様の要請を行った。
　移設計画に反対する名護市の稲嶺進市長は関連する補助金の受け取りを拒否しているため、政府は市の頭越しに補助金を直接交付している。（時事通信2016/02/24-20:28）2016/02/24-20:28
普天間停止が最優先＝翁長沖縄知事
　沖縄県の翁長雄志知事は２４日、米軍高官が普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設完了が当初見込みより遅れるとの見解を示したことについて、「辺野古と切り離して、普天間を（２０１４年２月から）５年以内に運用停止するという約束を守るところから始めてもらいたい」と述べた。県庁で記者団の質問に答えた。
　翁長氏は「普天間基地をこれからも使っていくことになると、これはいわゆる固定化だ」とも指摘、普天間の早期返還を求めた。（時事通信2016/02/24-20:03）2016/02/24-20:03
「普天間返還へ着実に」と菅氏、予定通りの意向

読売新聞　2016年02月24日 22時44分

　菅官房長官は２４日の記者会見で、米太平洋軍のハリー・ハリス司令官が普天間飛行場の移設計画が遅れるとの見通しを示したことに対し、「普天間飛行場の一日も早い返還のために、辺野古移設に向けた工事を着実に行っていきたい」と述べ、あくまで計画を予定通り進める考えを示した。

　菅氏は「米側と協議しながら進めており、計画をしっかり進めていく日本政府の決意は伝えている」とも語り、日本政府が米側に計画が遅れる見通しを伝えた事実はないと強調した。

　沖縄県のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(おなが),翁長)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(たけし),雄志)知事は２４日、那覇市で記者団の取材に応じ、「これを普天間飛行場の固定化と言わないのか」と指摘。「辺野古（移設）とは切り離し、普天間を５年以内に運用停止するという約束を守るところから始めてもらいたい」と訴えた。

中谷防衛相「普天間は2022年返還可能」 ハリス氏発言、米に真意確認へ
沖縄タイムス　2016年2月25日 13:27
　【東京】中谷元・防衛相は２５日の衆院予算委員会分科会で、米軍普天間飛行場の返還時期に関し、現行計画通り２０２２年には返還可能との認識を示した。ハリス米太平洋軍司令官が上院軍事委員会で示した返還の前提条件となる辺野古新基地の完成が２５年になるとの見通しを打ち消した形だ。 
　中谷氏は、「順調に進めば辺野古の埋め立て工事が５年で完了し、２２年に普天間は返還可能になる」と述べた。 
　１３年の日米合意で返還時期は「２２年度またはその後」とされている。中谷氏は、ハリス氏の発言に関し「発言の全文を読まないと本当の意味が理解できないので米側に真意を確認する」とも表明した。 
　また、ハリス氏の発言の根拠となった米側の最新の「海兵隊航空計画」に関し、「米側に確認したが（計画の）内容は随時変更され得ることが前提になっている。内部の報告用の資料として作成され、米国防総省の正式な立場を反映したものではない」と指摘した。おおさか維新の会の下地幹郎氏に対する答弁。
中谷防衛相 　辺野古移設計画変更なし　米司令官発言を否定
毎日新聞2016年2月26日　18時48分（最終更新　2月26日　18時48分）
　中谷元（げん）防衛相は２６日の記者会見で、ハリス米太平洋軍司令官が米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設が計画より２年遅れ、２０２５年になると言及したことについて「正式な米政府の見解ではない」と否定し、「２２年度またはその後」とする現計画に変更がないことを強調した。政府はハリス氏の発言に対し、米側に抗議した。 
　中谷氏は、発言を受けて両国の防衛当局間で現計画の目標年次を改めて確認したことを明らかにした。その上で「日米間で移設計画をこれまでと同様に着実に進めることが重要だと確認した」と述べた。ハリス氏の発言については「２５年という数字はあくまでも海兵隊の計画で変更が可能だ」と指摘。現計画について「普通なら２２年が最初の年になるのではないか」と説明した。 
　また、菅義偉官房長官は２６日の衆院内閣委員会で「今まで（の計画）と違うわけだから、外交ルートを通じ抗議をしている」と述べ、ハリス氏の発言について米側に抗議したことを明らかにした。公明党の佐藤茂樹氏への答弁。【村尾哲】 
「移設遅れ」発言に抗議＝菅長官
　菅義偉官房長官は２６日の衆院内閣委員会で、米太平洋軍のハリス司令官が米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の移設が当初より遅れて２０２５年になるとの見通しを示したことに関し、「外交ルートを通じて、そこは全く今までと違うわけだから、わが国からもしかるべき抗議をしている」と述べた。公明党の佐藤茂樹氏への答弁。
　一方、中谷元防衛相は２６日の記者会見で、ハリス司令官の発言に関して「（日米が合意した返還時期は）２２年度、またはその後ということだ」と述べ、返還がずれ込む可能性を否定しなかった。（時事通信2016/02/26-11:56）
普天間移設先施設の完成時期巡る発言で官房長官が抗議
NHK　2月26日 12時47分
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菅官房長官は衆議院内閣委員会で、沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画を巡り、アメリカ太平洋軍の司令官が代替施設の完成が当初より遅れるという見通しを示したことについて、日米で合意した計画と異なるとして、抗議したことを明らかにしました。
沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画を巡って、アメリカ太平洋軍のハリス司令官は先に移設先の名護市辺野古の代替施設の完成時期が当初の見込みよりずれ込み、２０２５年になるという見通しを示しました。
　これについて、菅官房長官は２６日の衆議院内閣委員会で、「これまで日本側からアメリカ側に対し、辺野古移設が当初より遅れて２０２５年になるという見通しを伝えたことは一切ない」と述べました。
　そのうえで、菅官房長官は「日米で合意した計画では、『２０２２年度またはその後』に普天間基地は返還されることになっており、計画はしっかり進めていくという日本の固い決意は当然、アメリカ側に伝えている。アメリカ側のこの発言は今までと全く違うので、外交ルートを通じてしかるべき抗議をしている」と述べました。 
産経新聞　2.26 21:25更新 
【普天間移設】政府、米軍司令官発言に抗議　「計画遅れ２５年に」
　菅（すが）義偉（よしひで）官房長官は２６日、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設について、計画より遅れて「２０２５年になるとみている」としたハリス米太平洋軍司令官の米議会発言に対し、米側に外交ルートを通じて抗議したと明らかにした。衆院内閣委員会で、公明党の佐藤茂樹氏の質問に答えた。
　菅氏は辺野古移設に関し「日本側から米国に対し、２５年になるとの見通しを伝えたことは一切ない」と強調した。その上で「計画をしっかりと進める決意を伝えている」と述べた。
　中谷元（げん）防衛相も同日の記者会見で、返還時期について「２０２２年度またはその後」とする日米合意を維持し、移設計画を着実に進めていくことを米国防総省と確認したと明らかにした。移設工事に関しては「順調に進めば５年で完了する」と語った。
　ハリス氏は米上院軍事委員会の公聴会で２３日、辺野古移設について計画より「２年少し遅れている」などと明言した。
官房長官 普天間移設計画推進の立場変わらず
NHK　2月26日 21時06分
菅官房長官は午後の記者会見で、沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画を巡る行政訴訟に関連し、先に裁判所が示した和解案に関する協議への言及を避ける一方、移設計画を着実に進めるという政府の立場に変わりはないという考えを示しました。
沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画を巡って、国が埋め立て承認の取り消しの撤回を求めて沖縄県を訴えた行政訴訟は、今月２９日に審理が終わる予定で、これに合わせて裁判所が先に示した和解案に関する協議も行われる見通しとなっています。
　これについて、菅官房長官は午後の記者会見で、記者団が先に裁判所が示した和解案に関する協議について質問したのに対し、「裁判所から『コメントすべきではない』ということも言われているが、政府の立場は全く変わらない」と述べました。
　一方で、菅官房長官は「政府は、仲井真前知事が沖縄県の知事として埋め立て承認を決定し、すでに行政判断は下されているというのは、法治国家として当然のことだと思っている。決定に基づいて地域住民や自然環境に十分配慮しながら計画を進めていくという考え方に変わりない」と述べ、普天間基地の危険性の除去に向けて、移設計画を着実に進めるという政府の立場に変わりはないという考えを示しました。 
普天間返還は２５年以降　米軍司令官、新基地完成「遅れる」明言

琉球新報　2016年2月25日 05:05 
普天間飛行場移設問題
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ハリス米太平洋軍司令官
　【ワシントン＝問山栄恵本紙特派員】米太平洋軍のハリス司令官は２３日の上院軍事委員会の公聴会で証言し、米軍普天間飛行場の名護市辺野古移設の完了時期について、当初よりも２年遅れて２０２５年になるとの見通しを明らかにした。在沖海兵隊８千～１万人のグアム、ハワイなどへの移転も同時期に実現すると指摘した。日米両政府が合意している嘉手納より南の米軍基地の返還・統合計画では普天間の返還時期を「２２年度またはその後」としているが、辺野古移設が前提条件となっており、２２年度の返還は困難との認識を示した。
　ハリス司令官は「代替施設の建設を完了させるのは日本の責任であり、義務だ」とあらためて強調した。その上で「現在、２年超遅れている。２５年までに完了するとみている」と述べた。
　防衛省は２０１４年８月に辺野古の海底ボーリング調査を開始し、工事期間を９年と試算していた。
　海兵隊の配備計画をまとめた最新の「海兵隊航空計画」によると、２１会計年度（２０年１０月～２１年９月）に辺野古の代替施設で垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイの機体整備用格納庫を建設するとしている。２４年度には滑走路や駐機場などを整備し、２５年９月までの会計年度で攻撃型ヘリコプターなどの格納庫を建設する工程が示されている。同計画はハリス氏の証言を裏付けているといえそうだ。
　在沖海兵隊のグアムなど国外移転については、普天間から代替施設への移転が開始される時期に実現するとの見通しを示した。
　仲井真弘多前知事は１３年末に辺野古埋め立てを承認した際、グアム移転に伴い返還される浦添市の牧港補給地区の「７年以内」の全面返還を求めていたが、この要求も実現が難しくなった。
　ハリス司令官は、オバマ大統領が尖閣諸島は米国の対日防衛義務を定めた日米安全保障条約第５条の適用対象だと明言したことについて「東シナ海情勢に前向きな影響を与えた」と述べた。
　また「米国は東京を守るのと同様に、尖閣も守るという明確なシグナルを送った」と述べ、海洋進出を強める中国をけん制した。
普天間移設「完了は２０２５年」　米司令官が見通し
朝日新聞デジタル　ワシントン＝峯村健司　2016年2月24日10時20分
　米太平洋軍のハリス司令官は２３日、普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の同県名護市辺野古への移設の完了が、２０２５年になるとの見通しを示した。日米両政府は普天間の返還時期を「２２年度またはその後」と合意していた。ハリス氏は辺野古の代替施設建設を「２年余り遅れている」と説明した。
　上院軍事委員会の公聴会で証言した。ハリス氏は、辺野古の代替施設について「完成させることは、日本の責任であり義務だ」と強調した。防衛省は１４年に設計に必要なデータを集めるためのボーリング調査を始め、工事期間を９年間としていた。
弁護士の請求却下＝秘密保護法違憲訴訟－静岡地裁
　特定秘密保護法は憲法に違反するとして、静岡県弁護士会所属の藤森克美弁護士（７１）が国を相手に違憲・無効確認などを求めた訴訟の判決が２５日、静岡地裁であった。細矢郁裁判長は「具体的な争いに至っていない」と判断し、請求を却下した。（時事通信2016/02/25-16:34）2016/02/25-16:34
秘密保護法訴訟「権利侵害なし」　静岡地裁、訴え退け 
日経新聞　2016/2/25 23:01
　特定秘密保護法は国民の知る権利や、弁護士が職務として情報を調査する権利を侵害し違憲として、静岡県弁護士会所属の藤森克美弁護士（71）が国を相手に無効確認などを求めた訴訟で、静岡地裁（細矢郁裁判長）は25日、請求を退けた。
　判決は無効確認の訴えを却下し、慰謝料請求は棄却。違憲性の判断はしなかった。細矢裁判長は「抽象的に違憲判断を求めているだけで、原告に対して刑罰が適用されたり、権利や利益が侵害されたりする可能性は生じていない」と判断した。〔共同〕
検査院へ提供は「内容次第」　特定秘密で政府見解

共同通信　2016/2/24 18:05

　政府は24日の衆院予算委員会理事会で、国の収入支出をチェックする会計検査院に対する行政機関からの特定秘密の提供に関する統一見解を示した。安全保障上著しい支障が生じる場合に提供を拒否できる、とする特定秘密保護法の条項を適用するか否かは「特定秘密の内容、入手の経緯のほか、保護措置の度合いなどによる」とした。

　同時に「一定の特定秘密の提供が、当然にわが国の安全保障に著しい支障を及ぼすというものではない」と指摘した。

消費増税延期条件　首相発言に波紋

東京新聞　2016年2月27日 朝刊

 

　安倍晋三首相は２６日の衆院総務委員会で、来年４月予定の消費税率１０％への引き上げについて「世界経済の大幅な収縮」が起きれば先送りする可能性があると明らかにした。通常国会が始まるまでは、増税延期の可能性がある場合に関し、リーマン・ショックや東日本大震災などを挙げて「大きな事情の変更が突発的に発生すること」と説明していた。今回の発言は税率引き上げを先送りする条件を緩めたのではないかと波紋を広げている。　（関口克己）

　首相は来年四月の税率引き上げについて「リーマン・ショックや大震災のような重大な事態が発生しない限り、確実に実施する」と答弁。「重大な事態」が何を指すかについて「世界経済の大幅な収縮」と説明した。

　その上で「株価や市場の変動のみではなく、実体経済にどういう影響が出てきているかも含めて考えなければならない」と強調した。

　税率を上げない場合に衆院を解散する可能性については「現段階では予定通り引き上げていく考え方であり、解散は頭の片隅にもない」とした。

　首相は二〇一四年十一月、税率１０％への引き上げを予定していた一五年十月から増税を延期して衆院解散した。

　消費税率をめぐっては、一五年三月に経済情勢次第で増税を停止できると定めた消費税増税法の「景気条項」が削除され、法律上は来年四月の税率１０％実施が確定。引き上げ延期には法改正が必要となる。

